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623,290623,290623,290623,290118,639７．本事業経費
（単位：千円）
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84,74784,747104,358

27年度24年度
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132,367
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130,506

34,63833,892 36,120

内
訳

33,14626,148 163,944163,944163,944163,944

合　計

459,346459,346459,346459,346

122,393事業規模 119,385

96,247
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目標設定シート１目標設定シート１目標設定シート１目標設定シート１    【目標設定シート１全体で５ページ以内】【目標設定シート１全体で５ページ以内】【目標設定シート１全体で５ページ以内】【目標設定シート１全体で５ページ以内】    

大学の教育理念を踏まえた構想の目的等大学の教育理念を踏まえた構想の目的等大学の教育理念を踏まえた構想の目的等大学の教育理念を踏まえた構想の目的等    

①①①①    大学の教育理念を踏まえた構想の目的大学の教育理念を踏まえた構想の目的大学の教育理念を踏まえた構想の目的大学の教育理念を踏まえた構想の目的    【【【【1111 ページ以内】ページ以内】ページ以内】ページ以内】    

≪大学の教育理念≫ 

杏林大学は建学の精神として「眞・善・美の探究」を掲げ、これに基づき「優れた人格を持ち、人のた

めに尽くすことの出来る国際的な人材を育成すること」を教育理念に挙げている。この教育理念のもとに、

医学部、保健学部、総合政策学部、医学研究科、保健学研究科を設け、さらに充実・発展させるために、

昭和 63 年に外国語学部、平成 5 年には大学院に国際協力研究科を設立した。国際協力研究科においては、

国際医療協力に代表される発展途上国への支援・援助等で数々の実践と実績を挙げてきた。しかし、経済

発展とグローバル化が進む今後のアジアの中では、日本がアジアの開発途上国を支援・援助するという関

係から、共に発展するパートナーとして、相互理解に基づく対等の立場で互に得るものがある協力・競争

関係への転換が必要である。即ち、国際支援・援助から国際協力・国際競争へ視座を展開する必要がある。

そのため、一層の学際的研究と国際協力の実践を目的として、外国語学部の積極的改編と、国際言語コミ

ュニケーション専攻を国際協力研究科に設け、「日中通訳翻訳研究」と「英語コミュニケーション研究」の

二コースで、通訳・翻訳・言語コーディネーターのプロを育成するなどの刷新を進めてきた。 

≪構想の目的≫ 

21 世紀の日本社会は、これまでにも増して様々な分野でのグローバル化が進行し、国際的人材の必要

性がより高まっている。また世界の諸地域、特に経済発展の著しいアジアの中で日本の国際競争力の向上

は喫緊の課題である。今後、日本が進める国際協力は国際競争と表裏一体であり、共に成長・発展するパ

ートナーとして対等の関係性を構築することが重要である。アジアでの国際協力・国際競争においては、

日本人としてアイデンティティを維持しつつも広い視野を持った国際人としての感覚を持つこと、すなわ

ち自らの文化と同等に異文化の尊厳を尊重する姿勢が肝要である。この対等の関係性と誠意・熱意により

醸成される永続的な信頼関係は、個人と個人の信頼関係を凌駕し、国と国との絆の構築に寄与する。さら

に共に切磋琢磨し成長・発展する対等のパートナーとしての信頼と競争的関係は、理想的な国際協力へと

発展し日本を尊敬される豊かな国とする礎となることが期待される。 

今後の国際的な開発・技術・経済の協力と競争の中心はアジア圏、特に中国語文化圏である。そこは、

欧米からの企業進出が多いため、マルチリンガルな人材の活躍の場である。中国語と英語をツールとする

ことはアジアでのビジネス展開や交渉の場で活躍する第一歩であり、ひいては全世界への飛躍につながる。

この認識のもとに、外国語学部では国際語としての英語に加え、中国語教育にも重点をおいてきた。その

積み重ねられた実績は高い評価を得ており、中国語・英語の二言語（留学生は母語以外の二言語）の修得

を学部の必修とし、母語に加え「二言語をツール化」できる卓抜した語学力を持つ Tri-Lingual の養成を

行なってきている。 

しかしながら、今後の国際的な場で活躍できる人材には (1) 卓抜した語学力に加え、(2) スマートで

タフな交渉能力も重要である。即ち、 

① 相互の歴史、文化、慣習に対する素養と深い洞察に基づくスマートな交渉能力 

② 複雑な国際政治や経済情勢、政治等に関して過不足なく明快な議論を展開できるスマートな知性 

③ 困難な状況下でも自らの意見の発信力を堅持し粘り強く対等に交渉や調整に当たり建設的な結果を

導き出すことができるタフな交渉能力 

が求められている。換言すれば、語学力を測る現状の語学検定試験のスコアには表れない問題発見力・問

題解決力・自己表現力を含む実務的な能力を養成する必要がある。 

本学の総合政策学部は、国際政治、アジア問題等の専門家を多数有し、国際関係論、アジア経済論、ア

ジア政治論、国際経営論などの学際的視座に立つ科目を数多く配置して活発な教育・研究活動を展開して

いる。また国際協力研究科では、中国語の高度専門職教育と国際医療協力において実績を挙げてきた。 

本構想は、これまでの外国語学部での中国語教育に、国際協力研究科の国際協力の実践と総合政策学部

の学際的視座の教育・研究資源を導入し、(1) 卓抜した語学力と語学検定試験のスコアには表れにくい (2) 

スマートでタフな交渉能力を兼ね備え国際協力・国際競争において活躍できる人材、即ちグローバル人材

の育成教育の充実と発展を目的としている。 
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②②②②    大学の教育目的・特色を踏まえた魅力的なグローバル人材像大学の教育目的・特色を踏まえた魅力的なグローバル人材像大学の教育目的・特色を踏まえた魅力的なグローバル人材像大学の教育目的・特色を踏まえた魅力的なグローバル人材像    【【【【２２２２ページ以内】ページ以内】ページ以内】ページ以内】    

≪大学の教育目的・特色≫ 

杏林大学は、本構想の主体となる外国語学部に加え、医学部、保健学部、総合政策学部、国際協力研究

科を有する総合大学である。本学は平成 22 年に中長期の視座に立った大学の中期実行計画を策定し、1）

医療系教員と文系教員による教育における相互交流の促進、2）全学的な教養講座の開講、3）他学部履修

の推奨等の様々な取組を進めてきた。本構想は、その中期実行計画の中で、本学が国内はもとより今後の

グローバル化する世界の中で果たすべき役割を真摯に検討し、策定したものである。 

本学では、アジアと中国語文化圏が今後のグローバル化の一方の極をなすとの認識のもとに中国語教育

に力を注いできた。中国社会は、中国本土に留まらず、相互にネットワークを維持しつつも世界各地に拡

散定着し世界経済・政治に強い影響力を持つ。また中国の悠久の歴史に育まれた文化は、日本を含むアジ

アの近隣諸国に多大なる影響と恩恵を与え、文化的基盤を共有しつつも、各地でユニークに展開した大き

な文化圏を形成してきた。この文化圏は、従来世界を牽引してきた西欧社会とは異質の思想、習慣や社会

性も含んでおり、同じ文化圏に属する日本から見ても時として非常にタフな交渉相手ともなる。 

また、欧米との濃密な歴史的因縁を持ち、近年急速に経済発展を遂げつつあるアジア諸国との国際協

力・国際競争においては英語の重要性も看過できない。今後、日本が進める国際協力・国際競争の中心は

アジア圏、特に中国語文化圏であり、中国語と英語の(1) 卓抜した語学力と (2) スマートでタフな交渉能

力を持つ人材の養成こそが急務である。換言すれば、中国語・英語の二言語をツール化しアジアで活躍で

きる人材は世界に通用し、今後最も育成が必要とされる人材である。 

すなわち、本構想では外国語学部と国際協力研究科国際言語コミュニケーション専攻の持つ語学教育、

特に中国語教育の資源と国際交流の実績に基づき (1) 卓抜した語学力を養成する。さらに、総合政策学部

の協力を得て国際関係や経済に関する学際的教養と実践力の教育資源を加えて、中国語文化圏での対等性

の視座に立つ (2) スマートでタフな交渉能力を持ち国際協力・国際競争で活躍できるグローバル人材の育

成を目指すものである。 

≪育成するグローバル人材像≫ 

本学外国語学部では中国語学科と英語学科を中心に中国語と英語の二言語を修得する教育（中国人留学

生においては日本語と英語）に力を注ぎ、特に中国語教育に重点を置いてきた。また、観光交流文化学科

では二言語の能力とコミュニケーション力をベースに、正しい異文化理解とホスピタリティを実践できる

人材の養成に努めてきた。その結果、現在までに長期・短期を合わせて 27％の留学体験率（平成 23 年度

外国語学部卒業者 250 名中 68 名）と中国語検定 2 級と TOEIC800 点以上などの上級語学検定にも合格者

（同上 4 名）を出してきた。一方、外国人留学生については、外国語学部を中心に、主に中国から 180 名

以上（大学全学部定員の 3.9％）を受け入れている。語学修得のさらなるステップとして、国際協力研究

科に国際言語コミュニケーション専攻修士及び博士課程を設け、日本で唯一の日中同時通訳マスタープロ

グラムとして高度で実践的コミュニケーション能力を有する人材の養成に努めてきた。この専攻において

は、中国大使館や中日友好協会職員の委託研修などの実績を挙げており、国内外の公的機関や名門大学の

教員・院生も参加を希望するなど高い評価を得ている。それに加え、「高大連携」による高等学校における

中国語教育にも積極的に関わってきた。 

本構想では、外国語学部三学科が一体となって、従来の実績のもとに、(1) 卓抜した語学力と(2) スマ

ートでタフな交渉能力を持ち国際協力・国際競争で活躍できるグローバル人材の育成を目指す。 

 

(1)    卓抜した語学力とは：：：：本学が独自に関発した実践中国語習得プログラム Chinese for International 

Communication: CICと実践英語習得プログラムPractical English Program: PEPを用いて行ってきた入

学時の能力に応じた語学教育、主体的な留学プログラム Active Studying Abroad Program: ASAP を含む

実践的語学教育、さらに国内において外国人留学生と共に学ぶ語学教育により培われた語学力である。具

体的な目標は以下の通りである。 

① 海外留学においては従来実績のある欧米、上海と北京の著名な大学に加えて、新たに中国語と英語が

日常的に使用され経済的負担が軽いシンガポールや香港等のアジアの主要な経済拠点での留学先の

拡充・整備と長期・短期合わせて 45％以上（平成 28 年度）の留学率の達成 

② 中国の名門大学からの教員や多数の派遣・交換留学生を交えた学修体制（中国語・英語サロン及びケ

ーススタディ演習等）の確立により涵養される実践的語学力 
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③ 上記の成果として中国語学科においては卒業時の外国語力スタンダードとして中国語検定 2 級と

TOEIC500 点以上、英語学科においては TOEIC800 点以上と中国語検定 4 級と、主外国語において

は責任ある仕事を遂行できる語学力、副外国語においても日常的なコミュニケーションを遂行できる

語学力以上の取得を目的とする。また、達成者数の飛躍的増加等を目指す（平成 28 年度目標 40 名）。 

 

(2)    スマートでタフな交渉能力とは：：：：国際協力・国際競争の場で活躍するためには検定試験のスコアには

表れにくい問題発見力・問題解決力・自己表現力を含むスマートでタフな交渉能力が求められる。これは

「コミュニケーションにおける文化的習慣をわきまえ、学際的教養に基づいて過不足なく明快な議論を対

等に展開でき、相互にとって建設的な結論を導き出せる交渉能力」である。具体的には以下の通りである。 

① 言語の修得においてはその表層的習得に留まらず、言語は文化と歴史を内包しており言語の本質を理

解することは文化と歴史を理解することでもある。いかなる言語・文化においてもコミュニケーショ

ンにおける礼儀・作法を「わきまえる」ことは教養の第一歩であり、文化的慣習（＝わきまえ）を理

解し尊重した交渉能力（スマートな交渉能力）の修得が不可欠である。 

② 急速に発展し変化するアジア社会の国際関係や経済についての研ぎ澄まされた感覚も必要となる。歴

史、文化、宗教、社会、政策、法の背景等の学際的教養（スマートな知性）を身に着ける必要がある。

この基盤を形成するために、総合政策学部の協力により最新の国際政治や経済に関する情報を含めた

社会科学的教育資源を取り入れた学際的教養の拡大を実現する。また、外国語学部では既に 20 単位

までの他学部科目の履修を認めており、今後はその積極的活用を図る。 

③ 困難な状況下でも自らの発信力を堅持しつつ過不足なく明快な議論を展開し、粘り強く対等に交渉や

調整に当たり、相互にとって建設的な結果を導き出すタフな交渉能力も必須である。これは語学力を

測る現状の検定試験のスコアには表れない問題発見力・問題解決力・自己表現力を含む力である。留

学生を交えたゼミナール形式の学習をより一層活性化することに加え、ケーススタディ演習や課外科

目である中国語・英語サロン、プロジェクト修了プレゼンテーション他での全学年にわたる実践的で

アクティブな学習により修得する。 

さらに医療系学部を併せ持つ大学としての特性を生かし、全学的に取り組んでいる本学の独自性に基づ

く学部の枠に捉われない教養教育の受講やボランティア活動を通して、幅広い教養と「人のために尽くす

思いやりを兼ね備えた人材」の育成を目指す。 

 

発展と他学部等での取組 

本構想で育成した人材の中から優れた者には本学国際協力研究科への進学を推奨することで、特に世界

の中心となりつつあるアジアという実践の場で力を発揮できる指導的で高い専門性を兼ね備えた人材に成

長させることが可能である。国際協力研究科は中国語同時通訳者の養成で実績を挙げており、本構想で育

成された目標達成者のさらなるキャリアアップには最適の場である。長期留学等での実践的なスキルアッ

プ等、国際協力研究科は卓抜した語学力のさらなる発展の場として期待できる。 

国際協力研究科ではタイからの医療関係者の招聘や現地での指導等、医療協力の実践に顕著な実績を挙

げてきた。この分野においては、極めて限られた資源と環境の下での活動が多く、語学力に加え「スマー

トでタフな交渉能力」がより強く求められており、専門性のさらなる発展の機会として期待できる。 

 

外国語学部における本構想を全学的に波及させることで、杏林大学全体においてもよりグローバルな社

会貢献を達成できる。特に本構想の重要なパートナーである総合政策学部において、国際問題等を専門と

する場合、また今後の企業経営等においても中国語や英語の素養は必須である。外国語学部の教育資源を

共有することや留学する機会を持つことは、単に語学修得のみならず国際的視野の拡大に大いに資するも

のである。また、「国際関係論」や「国際経営学」等の国際的視野に立つ社会科学系科目に、外国語学部の

留学生や留学経験者が自らの体験に基づいて積極的議論を共有することは、学生が各種の国際問題を体感

するうえで貴重な機会を提供することになる。従って、本構想では、総合政策学部においても、外国語学

部と同様に国際協力・国際競争において活躍できる人材育成において多大な教育効果が期待される。 

 

国際医療協力は humanity と hospitality に基づく活動である。生命や生活の安全と幸福に貢献する意義

のある活動であり、今後本学の積極的な貢献が期待される分野である。本構想での教育資源を医療系学部

にオープン化することで全学的にも国際的場面で活躍できる人材を目指す志向の波及と醸成を目指す。 
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③③③③    設定したグローバル人材像を踏まえ、卒業・修了時に学生が修得すべき具体的能力の明確化設定したグローバル人材像を踏まえ、卒業・修了時に学生が修得すべき具体的能力の明確化設定したグローバル人材像を踏まえ、卒業・修了時に学生が修得すべき具体的能力の明確化設定したグローバル人材像を踏まえ、卒業・修了時に学生が修得すべき具体的能力の明確化    
【【【【２２２２ページ以内】ページ以内】ページ以内】ページ以内】    

本構想は、杏林大学の教育理念である「優れた人格を持ち、人のために尽くすことの出来る国際的な人

材を養成すること」を中心に据え、中国語文化圏における日本の国際協力・国際競争の抜本的な質的向上

を図るものである。国際競争・国際協力において、必要とされる専門的知識やスキルは分野によって様々

であるが、いかなる場合でも基盤となる能力は(1) 卓抜した語学力と(2) スマートでタフな交渉能力であ

る。以下、杏林大学外国語学部と大学院国際協力研究科国際言語コミュニケーション専攻が備えている教

育資源と国際交流実績を最大限活用することに加え、総合政策学部の積極的な協力を得ることにより、グ

ローバル人材として学生が卒業までに修得すべき具体的能力を示す。 

 

中国語と英語を必修としてきた語学教育 

グローバル人材の基礎として求められるスキルは卓抜した語学力である。杏林大学において、学生の語

学力向上を中心的に担っているのは外国語学部（中国語学科、英語学科、観光交流文化学科）であり、昭

和 63 年の学部開設以来、一貫して「言葉の持つ豊かな創造性」と「コミュニケーション機能の可能性」

を体得する高度な語学教育の実現を追求してきた。外国語学部の特筆すべき取組は、全学科で中国語と英

語を必修科目としてきたことである（二言語のツール化）。根本的な語学力の養成は中国語学科と英語学科

が主として担い、その運用能力を高めるために必要な一般コミュニケーションスキルの涵養には観光交流

文化学科が先導する「ホスピタリティ実習」「キャリア指導」が中核的な役割を果たしている。 

とりわけ中国語教育については、通訳翻訳トレーニングメソッドを大学の語学教育に導入（中国語学科

日中通訳翻訳プログラム）することで、日本におけるいかなる大学にも引けを取らない実践的な教育体制

を整えている。これに着目した中国の名門大学から数多くの優秀な学生が送り込まれているため、本学は

日本にありながら中国からの多くの留学生と切磋琢磨できる理想的な中国語学習環境となっている。 

１． 学生が修得すべき卓抜した語学力 

上記の背景と目標設定シート１②で設定したグローバル人材像を踏まえ、外国語学部学生が卒業時に修

得すべき具体的能力を以下の通り設定する。 

中国語能力 

＜中国語学科＞ 

 取得すべき資格：中国語検定 2 級または HSK 5 級、あるいは通訳案内士（中国語） 

 具体的能力：中国語で責任ある仕事を遂行するに十分な卓抜した中国語力 

・中国語母語話者によるプレゼンテーションや中国語のニュース放送を聞いて、無理なく内容を理解

し、自らの考えも述べることができる。 

・中国語の新聞や雑誌の記事を初見で読み込むことができ、自らの考えも述べることができる。 

・ビジネスや国際協力の場面で、中国語母語話者と中国語で電子メールのやりとりができる。 

＜英語学科・観光交流文化学科＞ 

 取得すべき資格：中国語検定 4 級または HSK2 級以上 

具体的能力：中国語で日常的なコミュニケーションを遂行するに十分な中国語力 

・日常的な中国語を聞いて主要な論点を把握することができる。 

・自己紹介や日常生活の話題について中国語で説明することができる。 

英語能力 

＜中国語学科＞ 

取得すべき資格：TOEIC500 点以上、TOEFL iBT 52 点以上、IELTS4.5 点以上 

具体的能力：英語で日常的なコミュニケーションを遂行するに十分な英語力 

・日常的な英語を聞いて主要な論点を把握することができる。 

・自己紹介や日常生活の話題について英語で説明することができる。 

＜英語学科・観光交流文化学科＞ 

 取得すべき資格：TOEIC 800 点以上、TOEFL iBT 80 点以上、あるいは IELTS 6 点以上 

 具体的能力：英語で責任ある仕事を遂行するに十分な卓抜した英語力 

・英語母語話者によるプレゼンテーションや英語のニュース放送を聞いて、無理なく内容を理解し、

自らの考えも述べることができる。 

・英語で書かれた新聞、雑誌の記事を初見で読み込むことができ、自らの考えも述べることができる。 
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・ビジネスや国際協力の場面で、英語母語話者と英語で電子メールのやりとりができる。 

これを達成するために配置される学修は主として以下の２つである。 

1-1.本学の実践中国語習得プログラム CIC と実践英語習得プログラム PEP による語学教育（様式２）、 

1-2.英語と中国語が併用されるアジア圏へシフトした主体的な留学プログラム ASAP（様式１①②） 

等の学修を配置する。 

 

２． スマートでタフな交渉能力 

グローバルな人材として国際競争・国際協力の場で、卓抜した語学力を生産的に活かすには、上記の語

学力を測る現状の検定試験のスコアとしては現れない能力も必要である。すなわち、「文化的慣習をわきま

え、思いやりを持って幅広い学際的教養に基づいたコミュニケーションと交渉を行うことができるスマー

トさ」と、「困難な状況下であっても過不足なく明快な議論を展開でき相互にとって建設的な結論を導き出

すことができるタフさ」が必要である。このようなコミュニケーション・交渉において重要となるのは、

何を（WHAT）どのように（HOW）伝えるかという 2 つの視点である。 

① 日本の歴史・文化・社会情勢等の知識や経験に裏打ちされた学際的素養と見識 

② 中国語文化圏の歴史・文化・社会情勢等の知識や経験に裏打ちされた学際的素養と見識 

これはコミュニケーション・交渉における WHAT（何を伝えるか）の基盤となる知識である。 

2-1.学際的知識の涵養：全学的な教養科目に加えて、外国語学部とパートナーシップを組む総合政策学

部の国際関係や経済等の社会科学的な教育資源を積極的に最大限活用することで、日本および中国語文

化圏、さらにより広い視座の学際的知識の涵養と最新の情報に触れることを目指す（様式１②）。 

このため、既に 20 単位の他学部科目の履修を認めており、今後はその積極的推進と運用の円滑化を図る。 

③ 言語・文化的習慣に基づくコミュニケーション上のわきまえの体得 

④ 問題発見力・問題解決力・自己表現力の養成 

これはコミュニケーション・交渉における HOW（どのように伝えるか）に相当し、語学力を測る現状

の検定試験のスコアとしては現れない能力である。言語や文化ごとに異なる「コミュニケーション上のわ

きまえ」は文化・習慣に深く根ざしており、その理解と尊重はスマートな交渉に不可欠である。また種々

のコミュニケーションや交渉において、問題を見出しその原因をいち早く分析し整理する問題発見力、相

互にとって建設的な解決に至る合理的な方策を導き出す問題解決力、さらに問題点や解決策を過不足なく

明快かつ相手に印象付ける手法で発信する自己表現力を体得する学習も必要である。いずれも独学が難し

く通常の語学学習だけでは達成困難で、教員や母語話者（TA）による体系的な指導と、PBL（課題設定・

解決型学習）や教育補助者を活用したアクティブ・ラーニングの導入、学生による意識的な学修と実践が

求められる。 

本構想ではこのような能力を次の学修を配置することで養成する（様式２）。 

2-2.ケーススタディ演習：外国語学部、総合政策学部、国際協力研究科の教員、外国人留学生、海外協

定校からの招聘教員等を含め、各分野の専門家と社会科学的問題を多角的に取り上げ、英語と中国語

で行うディベートシミュレーションで学生の主体的参加を強く求める。 

2-3.卒業研究報告会：コンテスト形式で行い、質疑応答を含めて中国語あるいは英語で報告をする。 

さらに単位として表れない学修活動として、以下を実施する。（様式２他） 

2-4.中国語・英語サロン：教員や留学生、招聘教員との親密かつ主体的交流を図る場として常設する。 

2-5.プログラム修了プレゼンテーション：滞在期間の長短に関わらず海外プログラム修了時に全員が各

自の興味や関心、体験に基づいた特定のテーマに関し中国語あるいは英語でプレゼンテーションする。 

2-6.インターンシップ経験：3 か月以上の中国語圏留学を行う学生は留学先でのインターンシップ、留学

しない学生は日本国内のグローバル企業でのインターンシップを実施する。 

2-7.日本発信プロジェクトへの参加：本学の主体性のもとに学内外の協力を得て、海外協定校等におい

て日本文化や産業と本構想の成果を発信するプロジェクトへ参加する。 

2-8.学内外での言語ボランティア活動：「人のために尽くす」思いやりの理念を達成させるため、学部定

員の 70％以上の学生を対象に、本学付属病院や近隣自治体の行事、または近隣の観光地等の言語能力

が求められる現場でのボランティア活動を推奨する（様式５②）。 

 

以上の取組により、中国語文化圏で「卓抜した語学力」と「スマートでタフな交渉能力」を兼ね備え、

責任ある仕事を遂行できるグローバル人材を育成する。    
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目標設定シート２目標設定シート２目標設定シート２目標設定シート２    

本構想において実現する達成目標の設定本構想において実現する達成目標の設定本構想において実現する達成目標の設定本構想において実現する達成目標の設定    【学部数に応じて必要ページ以内】【学部数に応じて必要ページ以内】【学部数に応じて必要ページ以内】【学部数に応じて必要ページ以内】 

① 卒業時の外国語力スタンダードの設定とこれを満たす学生数 

② 卒業時における「単位取得を伴う海外留学経験者数」 
※①、②いずれも、当該年度において学士課程最終学年に在籍する者を母数として目標値を設定してください。 

全全全全        学学学学    平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

外国語力スタンダー外国語力スタンダー外国語力スタンダー外国語力スタンダードドドド    
を満たす学生数を満たす学生数を満たす学生数を満たす学生数     

        １０人 １５人 ３０人 ４０人 

うち海外留学未経験うち海外留学未経験うち海外留学未経験うち海外留学未経験    
者数者数者数者数                （Ａ）（Ａ）（Ａ）（Ａ）    

        ５人 ７人 １０人 １５人 

海 外 留 学 経 験 者海 外 留 学 経 験 者海 外 留 学 経 験 者海 外 留 学 経 験 者 数数数数    
（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）    

６８人 
49 人 

（5 月末日現在） 
74 人 89 人 97 人 102 人 

卒 業 ［ 予 定 ］ 者卒 業 ［ 予 定 ］ 者卒 業 ［ 予 定 ］ 者卒 業 ［ 予 定 ］ 者 数数数数    
（Ｃ）（Ｃ）（Ｃ）（Ｃ）    250 人 244 人 252 人 250 人 250 人 250 人 

比比比比 率率率率    
（（Ａ（（Ａ（（Ａ（（Ａ++++Ｂ）Ｂ）Ｂ）Ｂ）////Ｃ）Ｃ）Ｃ）Ｃ）            ３1．３％ ３8.4％ ４2.8％ 46.8％ 

外
国
語
学
部 

卒業時の外国語力スタンダード 

【中国語学科】中国語

検定2級、HSK 5級、通

訳案内士（中国語）、

TOEIC500点以上他 

【英語学科・観光交流

文化学科】中国語検定

４級、TOEIC 800 点、

TOEFLiBT 80点、IELTS 6

点以上他    

１０人（ ５ ） １５人（ ７ ） ３０人（１０） ４０人（１５） 

海外留学経験者

数 
6８人 

49 人 

（5 月末日現在） 
74 人 89 人 97 人 102 人 

 

３ カ 月 未 満 37 人 17 人 32 人 39 人 41 人 43 人 

３カ月～１年 31 人 32 人 42 人 49 人 54 人 56 人 

１ 年 超 ０人 ０人 ０人 1 人 2 人 3 人 

卒業［予定］者数 250 人 244 人 252 人 250 人 250 人 250 人 

目標設定の考え

方 

【外国語力スタンダード】 

平成 23 年度の実績を基準とし、段階的に中国語学科定員の 70％以上、英語学科「インテンシブプログラム」

在籍学生の 90％以上の達成を目指す。「単位取得を伴う海外留学未経験」学生数は、主として中国語学科の「既

習者クラス」在籍者数と「編入学」学生数の合計見込数（中国留学よりも通訳翻訳技術の習熟を優先するため）。 

【海外留学経験者数】 

平成 23 年度の実績を基準とする。段階的に中国語学科「初学者クラス」在籍学生（15 名程度）ならびに英語

学科「インテンシブプログラム」在籍学生の 90％以上（18 名程度）が「3 か月～1 年」の留学をすることを

目指す。これ以外の学生については、派遣留学・セメスター留学（「3 か月～1 年」の留学に相当）を対象とす

る杏林大学学納金の 80%を減免する制度が 2011 年度に導入されたことにより、「3 か月～1 年」の留学を目

指す者が増えると予想される。平成 28 年度までに「3 カ月未満」の留学者数は現状維持あるいは基準値の約

10％増、「3 か月～1 年」の留学者数は基準値の約 20％増を目指す。なお、「1 年超」の留学者数は、一桁に

とどまるものの、徐々に増やしていく。 
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注１）平成２８年度の比率（（Ａ+Ｂ）/Ｃ）は、必ず１０％以上となるよう設定してください。 

注２）「外国語力スタンダードを満たす学生数」の学部ごとの記入欄の（ ）内は、外国語力スタンダー

ドを満たす学生数のうち「単位取得を伴う海外留学未経験」の学生数を記載する。 

注３）上記で記載する「海外留学経験者数」は、いずれも単位取得を伴う海外留学経験者数であり、単位

取得を伴わない海外留学経験者は含まないものとする。 

注４）学部数に応じて、適宜行を増やしてください。 
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（大学名： 杏林大学 ） （申請区分：特色型） 

 

③ 「目標設定シート１③」で設定した具体的能力についての定性又は定量的測定指標・達成水準の

設定、これを達成する学生数の目標設定 【学部数に応じて必要ページ以内学部数に応じて必要ページ以内学部数に応じて必要ページ以内学部数に応じて必要ページ以内】 
※「目標設定シート１③」で大学院修了時の具体的能力を設定した場合は大学院での目標値についても作成してください。 

（対象：全学） 

（測定指標・達成水準） 

 

下記と同じ。 

全全全全        学学学学    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

達成する学生数（達成する学生数（達成する学生数（達成する学生数（AAAA））））    10 人 15 人 30 人 40 人 

対象となる学生数（対象となる学生数（対象となる学生数（対象となる学生数（BBBB））））    252 人 250 人 250 人 250 人 

達成する割合（達成する割合（達成する割合（達成する割合（A/BA/BA/BA/B））））    4.0％ 6.0％ 12.0％ 16.0％ 

（対象：外国語学部） 

（測定指標・達成水準） 

①【中国語学科】中国語検定２級、HSK 5級、通訳案内士（中国語）、TOEIC500点以上、TOEFLiBT 52点以上、IELTS4.5点以上 

【英語学科・観光交流文化学科】中国語検定４級以上、HSK２級以上、TOEIC 800点以上、TOEFLiBT 80点以上、あるいはIELTS 6点以上 

②外国語スタンダード設定基準達成ならびに国際教養を身に付けるための履修奨励科目の単位取得 

（指標・水準設定の考え方） 

①専門的職業人として活躍できる人材を養成する杏林大学大学院国際協力研究科入学時に求められるグローバル人材としての語学水準 

②専門的職業人として活躍できる人材を養成する杏林大学大学院国際協力研究科入学時に求められる国際教養の修得水準 

（達成学生数設定の考え方） 

平成23年度の実績を基準とし、段階的に中国語学科定員の70％以上、英語学科「インテンシブプログラム」在籍学生の90％以上を目指す 

 

外国語学部外国語学部外国語学部外国語学部    平成２５平成２５平成２５平成２５年度年度年度年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

達成する学生数（達成する学生数（達成する学生数（達成する学生数（AAAA））））    10 人 15 人 30 人 40 人 

対象となる学生数（対象となる学生数（対象となる学生数（対象となる学生数（BBBB））））    252 人 250 人 250 人 250 人 

達成する割合（達成する割合（達成する割合（達成する割合（A/BA/BA/BA/B））））    4.0％ 6.0％ 12.0％ 16.0％ 
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（大学名： 杏林大学 ） （申請区分：特色型） 

 

④ その他本構想における取組に対する目標 【１ページ以内】 

≪≪≪≪FDFDFDFD、、、、SDSDSDSD、情報発信、情報発信、情報発信、情報発信≫≫≫≫    

1. 留学支援体制の充実（様式１①他） 

学費が免除となる交換留学の海外協定校での受入れ者数の増加を図る。また、従来の協定校に加えて、

特に英語と中国語等の多言語教育が行われ、欧米日のグローバル企業が多数進出しているシンガポール

や香港等のアジア主要経済拠点都市での協定校の拡充と整備を図る。アジアの経済拠点都市に留学先を

確保 (1-2) することは、中国語のみならず英語の研修においても経済的負担が軽く、多文化共生を体験

し、またインターンシップ    (2-5)を加えることでアジアを中心に活発化する世界経済に接する貴重な機

会を提供できる。    

併せて留学情報の整備、留学準備教育の充実、海外研修・留学奨学金の給付額・受給者拡大による経

済的負担の軽減に努め、さらに留学に伴う単位認定等についての制度を整備する。 

2. 教育力と教育支援力の充実（様式２他） 

教育力向上のため、本学教員を交代で協定校へ派遣し現地での教育参加や情報収集に努めさせる。  

協定校からも教員の派遣を要請し、本学での通常の教育科目のみならず中国語・英語サロン(2-4)を含め、

日常的な教員・学生との交流を求める。また、留学支援にも参加・協力助言を依頼する体制を確立する。 

事務職員についても高度な言語能力を備えた者を採用するのみならず、協定校の視察や学生の海外研

修等へ積極的に同行させることで、より現実的で学生の視点に立った教育・留学支援力の充実を図る。 

3. 教育・成果情報の発信強化・産学連携等（様式２他） 

インターネットやパンフレットによる情報発信に加えて、海外協定校等での日本発信プロジェクト

(2-7)を推進する。このプロジェクトにおいては、本学の教育活動を含め、日本の文化や産業を紹介する

ことを目的する。本学の主体性のもとに学生が中心となる企画以外にも、アシスタントとして参加・同

行することも含め、産学共同・高大連携・FD も視野に入れ学内外からの公募型提案により実施する。 

高校生を含め言語を学ぶ学生のグローバル人材像の明確化とキャリアデザイン構築を目的とし、グロ

ーバル企業や他の人材育成機関の講師も交えた公開シンポジウムを定期的に開催する。 

    

≪≪≪≪全学的な取組への波及全学的な取組への波及全学的な取組への波及全学的な取組への波及≫≫≫≫    

4. 総合政策学部への波及 

本構想の重要なパートナーである総合政策学部においては、外国語学部の教育資源や留学する機会を

共有することは、単に語学修得のみならず、国際的視野の拡大に大いに資するものである。従って、総

合政策学部においても、本構想の種々の取組に積極的に協力し関与するのみならず、留学プログラムの

共有化や拡大、留学生の派遣・受け入れ等について活性化を図る。 

5. 国際協力研究科への波及 

本構想で育成した人材の中から優れた者は本学国際協力研究科への進学を推奨し、国際協力研究科の

充実を図る。国際協力研究科は中国語同時通訳者の養成、東南アジアにおける医療協力に顕著な実績を

挙げてきた。しかしながら、分野によりさらなる積極的活動を展開するには必ずしも人員が充足してい

ない。それぞれの分野においての実績をさらに喧伝周知し、人材の確保と拡大を図る。 

6. その他への波及 

国際医療協力は、humanity と hospitality に基づく活動であり、人々の生命や生活の安全と幸福に貢

献するきわめて意義のある活動である。本構想での教育資源を医学部、保健学部に対してオープン化す

ることで、将来の国際医療協力人材の基盤を形成し、将来の国際的な場面で活躍する人材を志向する波

及を期待する。医療系学部においてはカリキュラムの制限上、長期の留学は困難であるが、外国語学部

の短期の留学・研修プログラムを参考に、それぞれの特性に合わせた一か月程度の研修プログラムの充

実と参加者の倍増を目指す。 

 

≪≪≪≪マネジメント体制の確立マネジメント体制の確立マネジメント体制の確立マネジメント体制の確立≫≫≫≫（様式６） 

7. 国際交流課の新設 

本構想の円滑な運営を図るために学長を委員長とし、全学的な衆知を結集するプログラム推進委員会

を設置し、その事務局として、また国際交流センターの事務組織として、大学事務部の下に国際交流課

を新設する。 
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（大学名： 杏林大学 ） （申請区分：特色型） 

 

目標設定シート３目標設定シート３目標設定シート３目標設定シート３    

    

大学が目指す国際通用力の向上のための具体的目標大学が目指す国際通用力の向上のための具体的目標大学が目指す国際通用力の向上のための具体的目標大学が目指す国際通用力の向上のための具体的目標    【４ページ以内】【４ページ以内】【４ページ以内】【４ページ以内】    

※以下①～⑥の項目については、構想の実現に伴う大学の国際通用力の向上に係る目標値を設定してください。 

① 日本人学生の海外留学者数・全学生に対する比率 

    平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

海外留学者数  （Ａ） 
81 人  

（ 21 人） 

110 人  

（ 23 人） 

127 人  

（ 27 人） 

136 人  

（ 32 人） 

147 人  

（ 37 人） 

162 人  

（ 43 人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

1 人  

（  0 人） 

1 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

0 人  

（  0 人） 

1 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

2 人  

（  1 人） 

3 人  

（  1 人） 

4 人  

（  2 人） 

学士課程在籍者 
80 人  

（ 21 人） 

108 人  

（ 21 人） 

123 人  

（ 25 人） 

132 人  

（ 30 人） 

142 人  

（ 35 人） 

156 人  

（ 40 人） 

全 学 生 数  （Ｂ） 4,799 人  4,712 人 4,730 人 4,758 人 4,779 人 4,850 人 

海外留学者比率（Ａ/Ｂ） 
1.7％  

（ 0.4％） 

2.3％  

（    0.5 ％） 

2.7％  

（    0.6 ％） 

2.9％  

（   0.7％） 

3.1％  

（  0.8％） 

3.3％  

（  0.9％） 

目標設定の考え方 

本構想の取組学部（外国語学部）を中心に、平成 28 年度まで段階的に、全体の留学者数を 2 倍（平成 23 年

度比）に増やす。学生の留学先のうち協定校への留学者を、同じく 2 倍（平成 23 年度比）に増やす。 

注１）各年度における 4 月 1 日から 3 月 31 日までに海外の大学に派遣された日本人学生数について記載する。 

注２）上記記載欄のうち（ ）内には、諸外国の大学等との学生交流に関する協定等（以下「協定等」という。）に基づき、

教育又は研究等を目的として、海外の大学等（海外に所在する日本の大学等の分校は除く。）に派遣される日本人学生数を

記載する。 

 

【平成 23 年度実績の内訳】 

平成平成平成平成 23232323 年度実績内訳年度実績内訳年度実績内訳年度実績内訳    ３ヶ月未満３ヶ月未満３ヶ月未満３ヶ月未満    ３ヶ月以上１年未満３ヶ月以上１年未満３ヶ月以上１年未満３ヶ月以上１年未満    １年以上１年以上１年以上１年以上    合合合合    計計計計    

海外留学者数  （Ａ） 
38 人  

（  0 人） 

42 人  

（ 21 人） 

1 人  

（  0 人） 

81 人  

（ 21 人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

0 人  

（  0 人） 

0 人  

（  0 人） 

1 人  

（  0 人） 

1 人  

（  0 人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

0 人  

（  0 人） 

0 人  

（  0 人） 

0 人  

（  0 人） 

0 人  

（  0 人） 

学士課程在籍者 
38 人  

（  0 人） 

42 人  

（ 21 人） 

0 人  

（  0 人） 

80 人  

（ 21 人） 

全 学 生 数  （Ｂ） 4799 人 4799 人  4799 人  4799 人  

海外留学者比率（Ａ/Ｂ） 
0.8％  

（    0％） 

0.9％  

（  0.4％） 

0.0％  

（   0 ％） 

1.7％  

（   0.4％） 
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② 外国人留学生数・全学生に対する比率 

    
平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    
（（（（H24.5.1H24.5.1H24.5.1H24.5.1））））    

平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    
（（（（H2H2H2H2５５５５.5.1.5.1.5.1.5.1））））    

平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    
（（（（H2H2H2H2６６６６.5.1.5.1.5.1.5.1））））    

平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    
（（（（H2H2H2H2７７７７.5.1.5.1.5.1.5.1））））    

平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    
（（（（H2H2H2H2８８８８.5.1.5.1.5.1.5.1））））    

外国人留学生数  （Ａ） 
186 人  

（ 34 人） 

198 人  

（  51 人） 

212 人  

（  57 人） 

226 人  

（  65 人） 

240 人  

（  72 人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

10 人  

（  0 人） 

10 人  

（  1 人） 

12 人  

（  2 人） 

15 人  

（  3 人） 

18 人  

（  4 人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

44 人  

（  0 人） 

48 人  

（ 10 人） 

52 人  

（ 10 人） 

55 人  

（ 12 人） 

58 人  

（ 14 人） 

学士課程在籍者 
105 人  

（  7 人） 

110 人  

（ 10 人） 

115 人  

（ 12 人） 

120 人  

（ 14 人） 

125 人  

（ 15 人） 

上記以外 

（短期留学生、研究生等） 

27 人  

（ 27 人） 

30 人  

（ 30 人） 

33 人  

（ 33 人） 

36 人  

（ 36 人） 

39 人  

（ 39 人） 

（Ａ）のうち、在留資格
「留学」の者   （Ｂ） 

151 人  

（  34 人） 

163 人  

（  51 人） 

177 人  

（  57 人） 

191 人  

（  65 人） 

208 人  

（  72 人） 

全 学 生 数  （Ｃ） 4,712 人 4,730 人 4,758 人 4,779 人 4,850 人 

外国人留学生比率1（Ａ/Ｃ） 
3.9％  

（  0.7％） 

4.2％  

（  1.1％） 

4.5％  

（  1.2％） 

4.7％  

（  1.4％） 

4.9％  

（  1.5％） 

外国人留学生比率2（Ｂ/Ｃ） 
3.2％  

（  0.7％） 

3.4％  

（  1.1％） 

3.7％  

（  1.2％） 

4.0％  

（  1.4％） 

4.3％  

（  1.5％） 

目標設定の考え方 
外国人留学生の入学選考基準を高めたため留学生数は減少傾向にあったが、特に協定校からの編入学、交換・

派遣留学生の受入れ、大学院への入学を重点的に促進していく。 

注１）留学生数の計上に当たっては、「出入国管理及び難民認定法」別表１に定める「留学」の在留資格を有する者に加えて、

以下の者についても計上することとします。 

・「留学」の在留資格を有さない短期留学生 

・「日本人の配偶者等」等の在留資格により大学に在学する外国人学生 

・学位や単位の取得を目的とはしないものの、大学院生レベルの教育指導を受ける外国人研究者として当該大学が受け入

れている者 

注２）上記記載欄のうち（ ）内には、諸外国の大学等との学生交流に関する協定等（以下「協定等」という。）に基づき、

教育又は研究等を目的として、当該大学に受入れる外国人留学生数（うち数）を記載する。 

 

【平成 2４年度実績の内訳】 

順位 出身国 外国人留学生数 
左記のうち、 

在留資格が「留学」の者 

１ 中国 150 人  130 人  

２ 韓国 18 人  7 人  

３ 台湾 8 人  6 人  

４ マレーシア 2 人  2 人  

５ インドネシア 1 人  1 人  

６ シンガポール 1 人  1 人  

７ タイ 1 人  1 人  

８ バングラディシュ 1 人  0 人  

９ フィリピン 1 人  0 人  

１０ フランス 1 人  1 人  

その他 ベトナム、イギリス 2 人  2 人  

合 計  186 人  151 人  
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③ 外国語による授業の実施率（外国語による授業※/全授業数※） 
 ※日本語の併用や外国語教育を主たる目的とするものを除く。 

 平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

外国語による 
授業数（Ａ） 

 7 回  8 回 10 回 12 回 16 回 

全授業数（Ｂ） 2050 回 1961 回 1918 回 1918 回 1918 回 

割  合（Ａ／Ｂ） 0.3％  0.4％  0.5％  0.6％  0.8％  

目標設定の考え方 

外国語学部を中心に、平成 24 年度（7 回）から平成 28 年度（16 回）まで段階的に 2 倍以上まで増

やしていく。医学部・保健学部においては、外国語教育は強化していくものの、専門科目を外国語で実

施していくのは困難と思われる。 

④ 外国人教員等（国外の大学での学位取得、通算１年以上教育研究に従事した日本人教員を含む）比率 

    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

外国人教員等（Ａ） 78 人  81 人  81 人  83 人  84 人  

 うち外国人教員 9 人  11 人  11 人  12 人  12 人  

総教員数（Ｂ） 637 人  637 人  638 人  638 人  638 人  

割  合（Ａ／Ｂ） 12.2％  12.7％  12.7％  13.0％  13.2％  

目標設定の考え方 

外国人教員等については平成 24 年度から平成 28 年度まで段階的に増員していく。また、特任教員（3

人）や非常勤講師（多数）を採用するほか、海外提携校との相互派遣・招聘による教員に、語学教育や

外国語による専門科目等の授業を担当していただく。 

⑤ 教員の博士号（外国における相当学位含む）取得率 

    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

教員のうち博士号 
取得者数（Ａ）    

367 人  368 人  368 人  371 人  373 人  

総教員数（Ｂ）    637 人  637 人  638 人  638 人  638 人  

割  合（Ａ／Ｂ） 57.6％  57.8％  57.7％  58.2％  58.5％  

目標設定の考え方 

教員の博士号取得率は、現状でも高い値を維持していると考える。今後も教育・研究の質を維持してい

くため、博士号取得者の採用や専任教員の博士号取得を奨励していく。 

⑥ 教員あたり学生数（S/T 比） 

    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

総学生数（Ａ）    4,712 人  4,730 人  4,758 人  4,779 人  4,850 人 

総教員数（Ｂ）    637 人  637 人  638 人  638 人  638 人  

割  合（Ａ／Ｂ） 7.4  7.4  7.5  7.5  7.6  

目標設定の考え方 

S/T 比は現状でも良好であると考える。少人数クラスによるグループ・ラーニングや語学教育を推進

していくため、この水準（7.5 程度）を維持していく。 
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⑦ 一定の外国語力スタンダード（TOEIC 800 点 等）を満たす事務職員の割合 

外国語力スタンダード    
TOEIC800 点以上または中国語検定

試験 2 級以上等    

    平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度    平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

外国語力スタンダー
ドを満たす事務系職

員数（Ａ）    
4 人  5 人  6 人  8 人  10 人  

事務系職員総数（Ｂ）    249 人  251 人  252 人  252 人  252 人  

割  合（Ａ／Ｂ） 1.6％  2.0％  2.4％  3.2％  4.0％  

目標設定の考え方 

英語：TOEIC800 点以上、実用英語技能検定準 1 級以上 

中国語：HSK5 級以上、中国語検定試験 2 級以上 

その他の言語：当該国・地域の大学入学条件を満たす程度以上 

注１）④～⑦の記載欄については、各年度の５月１日現在の状況を記載。 

注２）④～⑥の記載欄の「総教員数」は、学校基本調査における「教員数（本務者）」を記載。 

注３）⑦の記載欄の「事務系職員総数」は、学校基本調査における「職員数のうち事務系（本務者）」を記載。    
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様式 

（本構想における取組内容） 
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様式１様式１様式１様式１    

様式１全体で５ページ以内様式１全体で５ページ以内様式１全体で５ページ以内様式１全体で５ページ以内    

大学のグローバル化に向けた戦略と教育課程の国際通用性の向上 

取組内容① 大学のグローバル化の推進 
○ 大学の戦略的な目標等において、教育研究のグローバル化推進を明確に位置づけ、大学のグローバル化を推進しているか。 

【現状】 

 杏林大学は、昭和 45 年の医学部、昭和 54 年の保

健学部開設によって医療系大学として、昭和 59 年

社会科学部（現総合政策学部）開設により総合大学

へと発展した。さらには来るべきグローバル化の趨

勢を先見的に見据えて、昭和 63 年に外国語学部を

開設、平成 5 年に国際協力研究科を開設した。外国

語学部は、開設当初、英米語学科、中国語学科、日

本語学科の三学科を置き、日本人が修得すべき言語

文化教育に重点をおいた教育課程と外国人留学生を

対象とした別科日本語研修課程で出発し、日本人グ

ローバル人材の育成と留学生による内なる国際化を

進めてきた。 

 外国語学部は、平成 13 年に三学科を外国語学科

に統合するも、平成 18 年に英語学科、応用コミュ

ニケーション学科と東アジア言語学科に改編、平成

20 年には東アジア言語学科で学習する教育内容を

より直接的に示すために中国語・日本語学科に名称

変更した。平成 22 年には、日本の観光立国政策推

進に寄与するため、観光交流文化学科を開設した。

中国語・日本語学科は、平成 23 年には中国語学科

に改組し教育課程の再編を行った。中国語学科は、

育成すべきグローバル人材が修得すべき能力と言

語・地域の両面で先鋭化を目指した。また通訳・翻

訳等の高度専門職業人養成を目的として開設された

大学院国際協力研究科国際言語コミュニケーション

専攻開設への道を拓き、学部と大学院を通じて高度

専門職業人を養成するシステムの確立を図った。学

士課程においては、中国語の基礎能力と、中国の歴

史、社会、文化に関する基本的知識・教養を身につ

けた上で、グローバル社会で通用する広い視野を持

った人材の育成を目標とし、実績を挙げ始めている。 

 現在の外国語学部教育課程は、それぞれの学科で

育成すべき人材を峻別しながらも、グローバル化の

急速な進展に組織として柔軟に対応し、杏林大学全

体のグローバル化推進にとって先導的な役割を果た

してきた。外国語学部はこれまでに 7,000 名以上の

卒業生を社会に送り出してきた。現在も、英語・中

国語の言語能力と学科・コースの教育目標を反映し

た専門知識を具備したグローバル化時代を担う有為

な人材を社会に輩出している。 

 本学国際交流センターは、平成 14 年に国際問題

研究所と国際交流研究所を発展的に統合し設置さ

れ、本学と海外の大学、学術研究機関等との学術・

【本構想における展開】 

≪≪≪≪留学支援体制の充実留学支援体制の充実留学支援体制の充実留学支援体制の充実    ((((目標設定シート目標設定シート目標設定シート目標設定シート 1111③項目③項目③項目③項目

1111----2222、以下、同様の形式で記載、以下、同様の形式で記載、以下、同様の形式で記載、以下、同様の形式で記載))))≫≫≫≫    

本構想において設定した達成目標、目標設定シー

ト２②卒業時における「単位取得を伴う海外留学経

験者数」を実現するため、学費が免除となる交換留

学協定を締結した大学数の増加と協定校（下記）の

受入者数を増やし交換留学プログラムを拡充    (1-2)

していく。特に、本構想が重点を置いている中国語

圏大学の協定校の受入者数を倍増し、それに伴い英

語圏大学受入者数も二桁台を目標とする。 

 

香港中文大学（9 ヶ月間）2 名  

 北京第二外国語学院（11 ヶ月間）2 名 

 上海外国語大学（11 ヶ月間）3 名 

 北京外国語大学（10 ヶ月間）3 名 

 北京語言大学（11 ヶ月間）3 名 

 河北大学（11 ヶ月間）3 名  

 国立政治大学（台湾）（11 ヶ月間）2 名 

 高麗大学校（韓国）（11 ヶ月間）2 名 

 韓端大学校（韓国）（11 ヶ月間）2 名 

 クライストチャーチポリテクニック工科大学 

 （ニュージーランド）（10 ヶ月間）3 名  

 その他、英語圏を含む新たな海外協定校を開拓し、 

協定に基づく学生の交換留学を推進する。 

 

≪≪≪≪アジア圏への留学先シフトアジア圏への留学先シフトアジア圏への留学先シフトアジア圏への留学先シフト    ((((1111----2222))))≫≫≫≫    

 本学が提供している派遣留学、海外研修の費用は、

現状で欧米圏では約 3 週間 50 万円から約 6 ヶ月間

170 万円と留学者には高額な経済的負担となってい

る。本学では様々な派遣留学、海外研修を実施して

いるが、近年の国内経済状況の悪化に伴い、負担の

大きい英語圏への留学・海外研修参加者数が減少傾

向にある。派遣留学を推進するため、授業料等減免

制度の適用者枠の拡大、海外研修・留学奨学金の給

付額増額、受給者拡大による負担軽減を行う。 

一方、下記のアジア圏への留学はセメスター留学

においても欧米の大学に比べて経済的負担は軽い。 

 

河北大学セメスター留学（約5ヵ月間）学費約12 

  万円、宿泊費月額約3万円 

 北京第二外国語大学セメスター留学（約5ヶ月間） 

  学費約13万円、宿泊費約12万円 

 北京語言大学セメスター留学（約5ヶ月間） 
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文化及び人的交流を図り人材の育成に寄与すること

を目的としている。特に外国人留学生の教育・生活

両面の受け入れ体制の整備充実を図っている。セン

ターは学内外の奨学金受給斡旋も行っている。本学

からは学習奨励費支給（学部生月額 5 万円）、授業

料減免措置（授業料 30％減免）を行い、留学生を積

極的に支援している。本学学生の海外への短期・長

期留学の推進充実では、学問分野の専門化や細分化

に伴い学生の受ける教育内容が狭い範囲に限定され

る傾向がある中、学生の立場に立って留学、海外研

修という高い付加価値を適切に身に付けさせるプロ

グラムを提供してきた。 

留学制度は、協定校との交換留学、派遣留学、セ

メスター留学等を用意し、学生の能力・ニーズに合

わせて留学できる体制を整えている。特に、交換留

学では、香港中文大学、北京第二外国語学院、上海

外国語大学、台湾国立政治大学など中国語圏の大学

を中心に協定を締結し、相互に学納金を免除する制

度によって学生交流を促進し実績を挙げてきた。平

成 23 年 4 月より、先方での学納金負担がある交換

留学以外でも留学中に相当する学期の、本学への学

納金の 80%を減免する制度を開始し留学奨学金制

度と共に、グローバル人材育成の推進を図っている。 

中長期留学に加え、20 年以上の歴史を持つイギリ

ス・オックスフォード英語集中研修をはじめ、シン

ガポール観光実習、オーストラリア・クイーンズラ

ンド大学英語集中研修、北京語言大学短期中国語研

修等の短期海外語学研修を実施しグローバル人材に

成長するための動機付けの機会の提供を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）交換留学：海外の提携大学に、おおよそ 1 年

間留学するもの。協定により留学先の授業料は免

除される。 

 

注２）派遣留学：海外の提携大学に、1 年又は半年

（1 セメスター）の間留学するもの。留学先の授

業料は学生本人が負担するが、本学に納入する学

納金は 8 割が減免される。 

  学費約17万円、宿泊費約3万円 

 上海外国語大学セメスター留学（約5ヶ月間） 

  学費約13万円、宿泊費約3万円 

 台湾国立政治大学セメスター留学（約6ヵ月間） 

  学費約20万円、宿泊費月額約4万円 

 北京語言大学短期中国語研修（約4週間）約25 

  万円 

 

アジアの経済拠点都市である上海、シンガポール、

香港等は国際都市であり、多数の欧米系企業が進出

し活発なグローバルビジネスが展開されている。ま

た英語と中国語を含めた多言語での講義を行う大学

や研究機関も多い。インターネット等の情報技術が

発達した現在のビジネス社会では、アジアと欧米と

いう地理的な差の比重は軽い。また中国語文化圏・

中国人コミュニティは世界中に分布し、相互に連携

しながら世界経済や政治に大きな影響力を持ってい

る。本構想で目指す中国語と英語をツール化した卓

抜した語学力を有し、複数の文化圏に跨るスマート

でタフな交渉能力を育成する場としてアジアの経済

拠点都市は最も適しており、留学先を発掘できる可

能性が高い〔平成 24 年度（以降、（ ）中の平成○

○年度を「H○○」と表記する。）に調査着手〕。 

また、アジアで活躍できる人材は世界中どこでも

通用するとの認識のもとに、英語教育においても、

留学先を欧米一辺倒からアジアの経済拠点都市を含

む方向へのシフトを積極的に打ち出す (H25)。 

アジア拠点への留学、中国語圏留学、海外研修を

制度面・財政面からも積極的に支援 (H25)すること

によって、経済面から圧迫される「内向き志向」を

打破する。そして、外国語学部における語学教育を

基盤にして、中国語学科在籍の学生に端を発し、よ

り多くの学生に本格的な留学経験を積ませることに

よって、スマートでタフな交渉能力、つまり、コミ

ュニケーションにおける文化的習慣をわきまえ、学

際的教養に基づいて過不足なく明解な議論を対等に

展開でき、相互にとって建設的な結論を導き出せる

交渉能力を育成していく。 

 

≪≪≪≪留学支援他留学支援他留学支援他留学支援他≫≫≫≫    

 また、留学拠点へ定期的に教職員を派遣し、日本

発信プロジェクト    (2-7、様式２ 産学・高大連携の

項参照)と合わせて、本構想の成果の公開、現地にお

ける教育の提供、現地の大学及び企業との共同研究

の実施及びサポート、インターンシップの開発 

(2-6)、現地の留学生及び研究者受入に向けたリクル

ート活動、日本人留学生の現地支援、現地の教育・

研究事情に係る情報収集、本学の海外広報等を行っ

ていく (H25)。 
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取組内容② 教育課程の国際通用性向上のための取組 
○ 全学的な教学マネジメントの下、シラバスの充実や多言語化、ナンバリングの導入など体系的なカリキュラムの整備、ＧＰＡなど厳

格な成績評価とその活用、学生が履修可能な上限単位数の設定、学修時間の増加・確保による主体的な学びの確立、などの単位制度の

実質化を図り、学士課程教育の質的向上に取り組んでいるか。 

○ 双方向型授業やアクティブ・ラーニングなどの課題解決型の能動的学修を推進するものとなっているか。 

【これまでの取組】 

 杏林大学では、外国語学部開設以来、多くの留学

生を受け入れてきた。より優秀な学生を受け入れる

ためには、留学生にとって魅力のある教育を提供す

ることと、教育課程の国際通用性を向上させること

が肝要であるとの視座に立ち、これまで様々な取組

を行ってきている。 
 留学生にとって魅力のある教育を提供するという

点においては、外国語学部開設時は日本語学科、中

国語・日本語学科（旧東アジア言語学科）には日本

語教育学コースを設置し、日本語学関連科目、日本

文化・社会関連科目、日本語教育関連科目、さらに

は日本語教員養成課程科目を編成し、日本語の高度

専門教育を行ってきた。また、別科日本語研修課程

は、本学に入学を希望する外国人で、学部・研究科

における講義などを理解するに至らない学習者に、

日本語、日本事情（日本の文化・社会）、基礎科目（英

語・数学）などを修得させる目的で作られた課程で、

数多くの留学生の就学支援を行ってきた。 
 教育課程の国際通用性を向上させるという点にお

いては、平成 20 年 12 月の中央教育審議会答申「学

士課程教育の構築に向けて」を受けて、全学的に中

期計画検討委員会を組織し、平成 22 年 3 月に報告

書「杏林大学のクオリティを高めるために」を策定

し、同 4 月より中期計画実行委員会を立ち上げ、報

告書でなされた提言を着実に実行してきている。そ

の中でも、学士教育課程の質的向上を図るために、

各学部の学位授与の方針（ディプロマポリシー）、教

育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）

を定め、ホームページなどで公表した。また、学内

に自己点検・評価委員会を設置し、第三者評価を受

けた上で毎年報告書を作成し継続的に国際通用性の

向上を図っている。因みに外国語学部のディプロマ

ポリシーは下記の通りである。 
外国語の修得を通じて、「言葉」の持つ豊かな創造

性とコミュニケーション機能の可能性を追究すると

ともに、異文化の垣根を越えて相互に理解し共存で

きる人間性そのものを陶冶し、杏林大学の建学の精

神である「眞・善・美の探究」を広く国際的視野の

もとに実現することを理念・目標としている。そし

て体系的に編成された教科教育及び課外活動を含む

大学内外での幅広い教育活動を通じてこの理念・目

標を達成し、21 世紀型市民を養成することを、学位

授与の方針としている。 
 外国語学部の教育課程は、「学校教育法」「大学設

置基準」に則り、上記建学の精神と学部の教育目標

を適切に反映させるべく、体系的にかつ量的配分に

おいてバランスよく編成している。具体的には、専

【本構想における取組】 

 本構想では、教育課程の国際通用性を高めること

は、個人レベルでは言語能力のグローバル性を高め

ることと平行的であるとの視点から、積極的に国際

通用性向上に取り組んでいく。 
高等教育がユニバーサル段階に達している日本の

教育課程の国際通用性向上のためには、その前提条

件として、学士課程教育の質保証が求められる。本

構想では、平成 20 年の「学士課程教育の構築に向

けて」で提示された課題の解決を漏れなく遂行する

ことを最優先課題と位置付け取り組んでいく（以下、

質保証課題）。さらに、平成 24 年 3 月中央教育審議

会大学分科会大学教育部会の審議まとめ「予測困難

な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を

育成する大学へ」において提言されている学士教育

課程の質的転換という課題にも迅速に対応し、解決

に取り組んでいく（以下、質的転換課題）。 
 質保証課題の中で、左記の通り、「学位授与の方

針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受

入れの方針」は既に策定し公表しているが、今一度

適切であるかどうかを確認した上で、多言語化を図

る必要がある。本構想が重点を置く中国語は勿論の

こと、英語でも公表し国際通用性を高める。 
本学外国語学部のシラバスは左記の通り充実の途

にある。今後、質的転換課題の前提条件となる学修

時間の増加・確保のために、授業の事前の準備や事

後の展開などの指針、他の授業科目との関連性等の

記述を含み、授業の工程表としての機能を持たせる

ことに着手する。シラバス多言語化は、特に留学生

が履修すべき基幹科目に関して優先的に着手 
(H25)し、その後、順次対応していく。 
体系的カリキュラムの整備は、先行する近隣の大

学を参考にし、ナンバリングの早期導入を検討 
(H24)すると同時に、グローバル人材育成という視

座に立ち、各学科の教育目標の達成に必要な科目の

見直し、整理・統合と連携を図っていく (H25)。 
成績評価へのＧＰＡ導入は必須であり、海外協定

大学との交換留学生の相互受け入れ基準として、あ

るいは留学奨学金支給の選考基準として活用するた

めに導入する (H25)。 
学修時間に関しては、語学学習では、事前準備、

授業受講、事後展開を通した主体的な学びに要する

総学修時間のうち事前準備が重視される傾向があ

り、時間数も社会科学分野に比べて多いと予想され

る。本学における実態を早期に調査 (H24)し、学

部・学科間、日本人学生・留学生間、学年間等の比

較分析を行い、学修時間の増加・確保に向けての対

策を講じる。特に、シラバスに準備学習内容を具体
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門外国語科目、専門科目、専門関連科目に区分し、

特に専門外国語科目は、英語と中国語（留学生のみ

日本語）の二言語を必修として、言語運用能力の育

成に重点を置いた実践的「使える・話せる外国語」

修得を目指した、Tri-Lingual 教育を行っている。

現状では、第 4 セメスター終了時までに、全員が、

英語については TOEIC500 点、中国語については中

国語検定 3 級を達成するという具体的な目標を設定

している。専門科目においては、英語学科（英語ビ

ジネスコミュニケーションコース・英語教育コー

ス）、中国語学科、観光交流文化学科の各学科・コー

スの教育目標達成のため、適切な演習科目・講義科

目を編成している。演習科目の中でも、3・4 年次の

「ゼミナール」は全員必須化し、学修時間の増加・

確保による主体的な学びの確立のため、少人数での

専門教育を徹底している。 
 シラバスは、授業時間外の学習を含めて 45 時間

で１単位とする単位制度の考え方を明記し、各科目

で到達目標、学期 15 回の授業計画、準備学習、教

科書・参考書、評価方法等の項目を明確化し、単位

制度の実質化を図っている。また、Universal 
Passport というポータルシステムを導入し、シラバ

ス検索・履修登録・休講情報・授業資料ダウンロー

ドの利便性を高める学生支援を行っている。 
 キャップ制は既に導入しており、学生が履修可能

な上限単位数を 1 セメスター（半期）あたり 24 単

位と定めている。進級条件は、第 5 学期（第 3 学年）

への進級に課しており、卒業に必要な総単位数 124
単位のうちの 62 単位を修得していることとしてい

る。 
 成績評価は、GPA は導入していないが、学期制（セ

メスター制）を採用しているため、半年間の学修に

対して行い、合格（A:100～80、B:79～70、C:69～
60）不合格（D:59～0）不能（E:出席不良等）と厳

格に行っている。 
 授業科目には、ナンバリングはしていないが、そ

れぞれ配当学期次を明示し、順次性・体系性に配慮

したカリキュラムを編成し履修指導を行っている。 
 教育方法の改善の面では、先に述べた中期計画実

行委員会の中に PBL 部会を設け、PDCA サイクル

のもと、恒常的改善を行ってきている。外国語学部・

総合政策学部では、学習意欲や目的意識の希薄な学

生に，主体的に学ぶ姿勢・態度を持たせることが肝

要との認識に立ち、1 年次履修科目「基礎演習」で

教員と学生の双方向コミュニケーションを重視し、

学長自らがすべての 1 年生と対話することを今年度

は実施している。  

 

的に示し、標準学修時間の目安を示すことなどを行

い、学修時間のさらなる増加を促す。特に、グロー

バル人材育成には、授業内容の確認や理解の深化の

ための探究、さらなる討論や対話など、授業後の展

開における学修時間をいかに増やすかが極めて重要

であり、具体的かつ現実的方策を検討していく

(H25)。 
本構想では、質的転換課題に関して、「生涯学び続

けどんな環境でも“答えのない問題”に最善解を導く

ことができる能力」は、留学によって最大限に育成

されるという基本認識のもと、卓抜した語学力に加

えて問題発見力・問題解決力・自己表現力などの言

語検定試験のスコアとして表れないコミュニケーシ

ョン力の養成にも寄与する「主体的な留学プログラ

ム Active Studying Abroad Program: ASAP (1-2)」
を構築する。つまり、主体的な学びに要する「事前

準備→授業→事後展開」というスキームを留学に当

てはめ、「留学準備→留学→留学後展開」を学士課程

修了までに完了するプログラムを構築し実施する 
(H25)。 
「留学準備」においては、留学に必要な要件を入

学時に明確に提示し、その要件を満たすためにはど

の科目を履修し、能動的にどのような学習を行うべ

きかを示唆する。全学的教養科目に加えて、総合政

策学部で開講される学際的科目を履修 (2-1)し、留

学先の歴史文化や政治経済に対する十分な知識を事

前に身につけることを推奨する。 
「留学」中には単なる語学能力向上だけではなく、

グローバル人材として具備すべき知識・能力を現地

での生活の中から体験的かつ主体的に発見する必要

がある。留学終了時には、プロジェクト修了プレゼ

ンテーション    (2-5)を必修とし、留学経験を形とし

て表す試みを実施する。 
帰国後から学士課程終了までの「留学後展開」で

は、語学力のさらなる向上はもとより、自らがグロ

ーバル人材となるために深化させるべき知識・能力

の学習を支援していく教育プログラムを選択させ

る。特に、本学外国語学部における 3・4 年次の「ゼ

ミナール」は、学生の細かなニーズに対応できる少

人数教育を実施しており、留学で得た知識・能力の

向上、発見した新たな課題への取組とその合理的な

分析と解決を支援し卒業研究に発展させる。卒業研

究報告会は、専攻する言語で行い留学と学修の成果

を完結 (2-3)させる(H25) 。 
外国語学部のゼミナールは、学生の就職支援を担

うキャリアサポートセンターと協働で、各学生の志

望や特性に合わせ、将来グローバル人材として社会

に貢献できるような就職を実現するためのサポート

を既に行っている。今後は、留学後教育プログラム

の実施主体としてより一層の機能が果たせるよう、

教員のキャリア指導力の向上を図る。これを積極的

に援助するためのキャリア構築に関するシンポジウ

ム（様式２ 産学・高大連携の項参照）を開催する。 
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取組内容③ 戦略的な国内外への教育情報の発信 
○ 中央教育審議会大学分科会国際的な大学評価活動に関するワーキンググループ「国際的な大学評価活動の展開状況や我が国の大学に

関する情報の海外発信の観点から公表が望まれる項目の例」（平成２２年６月）が掲げる、国際的な活動に特に重点を置く大学におい

て公表が望まれる項目について、大学のグローバル化に向けた戦略的な国内外への教育情報の発信が行われているか。 

【これまでの取組】 

 教育情報の公開は社会のニーズに応える必要性と

ともに国際的な通用性・競争力の観点から、法的義

務という消極的な姿勢ではなく大学自らの責務とし

て、ホームページ等を介して積極的に推進してきた。 
学部・学科の教育理念や目的の他、教育課程編成・

実施の方針、入学者受け入れに関する方針、学位授

与の方針の三方針、学生数・学位授与数・卒業後の

進路など学生に関する基本的な情報、シラバスや成

績評価の基準など教育課程とその水準、教育の質に

つながる教員の主たる論文や研究発表などの研究成

果に加えて教員の著書やメディアへの登場状況、各

種助成事業の採択や科学研究費補助金等の外部資金

の獲得状況など教育活動の規模や内容、水準等を網

羅して公開している。 
国際連携に関しては、中国、韓国等アジアを中心

に協定校の紹介や海外交流の実績、交換・派遣・セ

メスター等ニーズに合わせた留学・研修制度や学納

金減免等の留学支援、海外からの留学生の受け入れ

の現況や秋入学制度、日本での就職を支援する留学

生就活サークル設置等を紹介している。 
ホームページの他、杏林大学新聞を年二回発行し、

主に学生保護者、卒業生、教職員、高校関係者など

のステークホルダーに、大学の諸計画や教育・研究、

学生支援などの個別ニュースを紹介している。 
大学運営の PDCA サイクルの状況については、自

己点検・評価報告書および大学基準協会による認証

評価結果を公開している。 

【本構想における取組】 

 海外発信強化の観点から公表が必要な項目につい

ては中国語・英語の二言語を用いてより詳細に公開

し、海外からのアクセスの利便性を図る。既に公表

しているデータを整理して表示の工夫をするととも

に、論文数・論文被引用数や学術連携協定校での単

位認定等詳細な連携実績など、未公表項目の公開に

努める (H24～)。 
こうした海外発信強化と同時に、学内におけるさ

まざまな情報を収集して数値化・可視化し、大学運

営の計画策定のための評価指標として広報、管理、

教育・研究、経営、学生支援活動等の諸活動に役立

てるためのIRを構築する。それを用い海外を含めた

あらゆるステークホルダーのニーズに応えうる多く

の教育情報の発信や外部機関による認証評価に活用

していく    (H25)。。。。尚、IR の構築については現在、学

内で検討を進めている。 
本学は平成 21 年度に策定した中期計画に基づい

て、医療系教員と文系教員による教育における相互

交流を行い本学ならではの教育を推進するととも

に、大学の総合力を高めるために国際交流センター

機能の全学的な向上や国際交流のための環境づくり

を進めており、それらの成果を逐次ホームページ上

で公開していく (H24)。 
本構想にかかる実績については、適切な時期に迅

速に、しかるべき成果をホームページや各種媒体で

随時積極的に公開していく(H25)。 

取組内容④ 事務体制のグローバル化 
○ 大学の教育環境のグローバル化に対応するため、招聘した外国人教員へのサポートや海外連携大学担当者との業務上の十分な対応が

行える専門の職員の配置や既存の職員の能力向上を推進しているか。 

○ 学内規程や手続書類など各種学内文書の多言語化を図り、教育環境のグローバル化への対応が図られているか。 

【これまでの取組】 

 専任及び非常勤の外国人教員のサポートについて

は、教務担当職員及び人事課・庶務課の職員が対応

してきた。海外の協定大学担当者との対応は、国際

交流センター職員と、外国語学部の教員が対応して

いる。中国語圏との関係では国際交流センター職員

で対応しているが、その他の言語での協定書の作

成・調印や、相互訪問時の調整等においては、教員

の協力を得て行っている。国際交流センターの職員

を中心に専門の職員が適切に配置されているが、職

員の能力向上は、本人の努力に委ねられている。 
 学内規程や手続き書類等の各種学内文書は日本語

表記のみである。外国人留学生は基本的に日本語を

理解できる（日本語能力検定 2 級以上）ことになっ

ており、現状では口頭による補足説明で対応してい

る。外国人教員に対しても同様である。 

【本構想における取組】 

 外国人教員に対するサポートは、国際交流センタ

ーが窓口となり、個々の相談や関係部署との連絡・

調整等の対応をする。教育面においては学部の教務

課が、人事・福利関係については庶務課が対応する。 
 平成 24 年度後期から国際交流課を設置し、現在

の国際交流担当職員に加え、英語圏の大学等との交

流推進、英語による協定書の作成・調印、招聘した

外国人教員のサポート等に対応するため、十分な語

学の素養を備えた職員を新たに採用する。本構想の

様々な活動に職員も同行させることを通して大学事

務職員全体のグローバル化、語学に対するスキルア

ップを推奨する (H25)。 
学内規程や手続き書類等の各種学内文書は日本語に

中国語、英語の表記を加え、多言語化を図り、外国

人教職員や外国人留学生への対応、教育環境のグロ

ーバル化への対応を促進する (H24)。 
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様式２様式２様式２様式２    

様式様式様式様式 2222 全体で４ページ以内全体で４ページ以内全体で４ページ以内全体で４ページ以内    

グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組    

○ 大学の教育目的や特色に応じた魅力的な取組内容となっているか。 

○ 大学の設定した目標の達成に必要な取組内容が計画されているか。 

○ 取組内容が、これを含む教育課程において、体系的に位置づけられているか。 

○ 国内外でのインターンシップによる企業体験等の機会確保や、産業界からの講師等の派遣など、必要に応じて産業界との連携が十
分に図られているか。 

【これまでの取組】 

≪≪≪≪外国語学部外国語学部外国語学部外国語学部三三三三学科体制とノウハウの学科体制とノウハウの学科体制とノウハウの学科体制とノウハウの積み上げ積み上げ積み上げ積み上げ≫≫≫≫    

現在、杏林大学外国語学部は「中国語学科」「英

語学科」「観光交流文化学科」の三学科体制を敷い

ている。学科ごとにそれぞれの専門性を高めながら

相互に連携し、専門的職業人の養成に資する学部全

体の教育体制を体系的に整備することに努めてき

た。学部開設以来 24 年に及ぶ高度語学教育に関す

るノウハウの積み上げが、本構想申請の基盤となっ

ている。以下これまでの取組について、項目ごとの

概要を順に示す。 

 

≪≪≪≪語学力養成語学力養成語学力養成語学力養成≫≫≫≫    

1)中国語能力：実践中国語習得プログラム CIC 

杏林大学外国語学部では、中国語と英語の二言語

修得を全学生に求めてきた。中国語力養成に関して

は、4 セメスター修了時までに、音声・相互コミュ

ニケーション力の養成を重視した「中国語Ⅰ～Ⅳ」

（CIC）8 科目 8 単位を必修としている。中国語学

科学生について言えば、「中国語初学者」と「中国

語既習者」（帰国子女あるいは中国語検定 2 級以上）

のクラス（いずれも 1 クラス 10 名程度）を分け、

着実かつ無駄なく中国語力の向上を図れるよう配

慮している。さらに、中国語学科学生には、4 セメ

スター修了までに「インテンシブ中国語Ⅰ～Ⅳ」8

科目 8 単位も必修として課している。これにより、

中国語学科学生は2年間教室で行う中国語集中学習

は90分授業で240回に及ぶ。さらに、「実用中国語」

「中国語文章表現法」「中国語聴解・討論」等の科

目を配して、総合的な中国語能力の涵養を図るとと

もに、短期中国語研修（「北京語言大学 4 週間集中

コース」（夏・冬 2 回実施）「夏期集中学内中国語研

修」等）や長期留学（主に 2 年次に推奨）を有機的

に取り入れ、中国語力の向上と実感を伴った異文化

理解を図る取組を行っている。3 年次からの必修で

ある「ゼミナール」と 4 年次の「卒業論文・課題指

導」を通して、語学力を活かした専門テーマの追求

を行い、4 年間で国際的な専門的職業人の養成に資

する集中的な中国語教育を実践している。また、1・

2 年次にはクラス担任が、3・4 年次にはゼミナール

指導教員が、学生ひとりひとりの特性と志向に適合

【本構想における取組】 

本構想は、目標設定シート①②で述べたように外

国語学部と国際協力研究科が持つ語学教育、特に中

国語教育の資源と国際交流の実績に、総合政策学部

の持つ学際的教養と実践力の教育資源を対等性の

視座に立ち国際協力・国際競争を担う人材の育成に

投入するものである。以下、順に(1) 卓抜した語学

力の養成と(2) スマートでタフな交渉能力の養成な

らびに留学支援体制 (1-2)、産学・高大連携、ボラ

ンティア活動    (2-8)等に係る取組を説明し、本構想

の全体像を示す。 

 

≪≪≪≪卓抜した語学力の養成卓抜した語学力の養成卓抜した語学力の養成卓抜した語学力の養成≫≫≫≫    

1)中国語能力：実践中国語習得プログラム CIC 

 平成 23 年度に新設した中国語学科は、通訳・翻

訳の実践的なトレーニングで中国語力を高め、社会

で即戦力となる人材を育成する日中通訳翻訳プロ

グラムを中心に据えている。本構想で目指す「外国

語力スタンダード」を達成する最大のポイントは、

この日中通訳翻訳プログラムで、八種類の履修モデ

ルを用意しており、初学者にも既習者にも無理なく

無駄のない中国語教育 CIC    (1-1)を実践できるよう

に設計されている。中国語能力養成に関する現状の

カリキュラムは、通訳翻訳訓練も含めたより高度な

学習を推進するものであり、学外各種スピーチコン

テスト優勝や、中国語能力が評価されての就職等の

成果を挙げている。 

さらなる中国語運用能力を飛躍的に養成するた

め、CIC 等の正規のカリキュラムの改善以外にも、

使用言語を中国語に限り、特定の話題について中国

からの留学生や教員と建設的なディベートにより

情報発信力を高める場である「中国語サロン        

(2-4)」、日中・中日の通訳翻訳技術を学び合う場の

「中国語通訳翻訳サロン    (2-4)」を常設し、キャン

パス内の中国語使用域拡大を図る (H24)。これらに

より、中国語能力はもとより、中国名門大学からの

質の高い留学生との教え学び合いを介し、「国際的

な対人コミュニケーションスキル」と「わきまえ」

の習熟を目指す。同時に、学生食堂等多くの学生が

集まる場所では、中国語の番組放送を継続的に放映

し、キャンパス内の中国語エリア拡充を図る。 
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したきめ細かい助言・指導を行なっている。本学部

の特徴の一つは、留学生（平成 23 年度年度は 58

名）の多くが（中国の名門大学から派遣されてきた）

中国語母語話者ということである。これにより、3

年次以降の専門科目では、中国語学習者が中国語母

語話者とともに学ぶ機会が多くある。本学キャンパ

スが日本にありながら中国語圏に留学しているの

と同様の学習環境が整備されている。 

 以上のことから、どのような学生でも 4 年間で高

度な中国語力を身につけられるようになっている。 

 

2)英語能力：実践英語習得プログラム PEP 

杏林大学外国語学部では、中国語と英語の二言語

修得を全学生に求めてきた。英語力養成に関して

は、4 セメスター修了時までに、音声・相互コミュ

ニケーション力の養成を重視した「英語Ⅰ～Ⅳ」

（PEP）8 科目 8 単位を必修としている。英語学科

学生について言えば、入学時に TOEIC Bridge 試験

を、各学期末に TOEIC IP 試験を実施し、習熟度別

に「インテンシブクラス」（1 学年約 20 名）と「ス

タンダードクラス」に分け、着実かつ無駄なく英語

力の向上を図れるよう配慮している。特にインテン

シブクラスは、必修英語科目の一つを、英語指導経

験が豊富な英語母語話者が担当する少人数クラス

に再編（教員 1 名に対し学生 5 名程度）し、集中的

で徹底した指導を行うとともに、英語指導の専門的

なスキルを兼ね備えた英語母語話者に委託してい

る「英語サロン」への参加を必修化している。イン

テンシブクラス在籍学生は、原則として 4 セメスタ

ー時に長期留学を経験し、英語力の向上と実感を伴

った異文化理解を図る取組を行っている。1・2 年

次のクラス担任制と 3・4 年次のゼミナールでの取

組については、前述の中国語学科と同様である。 

 

≪≪≪≪外国語学部と総合政策学部の連携外国語学部と総合政策学部の連携外国語学部と総合政策学部の連携外国語学部と総合政策学部の連携≫≫≫≫    

杏林大学八王子キャンパスに設置されている学

部は、外国語学部・総合政策学部・保健学部である。

各学部ともに、総合大学の利点を活かすとともに、

学生のニーズに応える形で、幅広い語学力や専門的

知識を身に付ける目的で他学部の授業を履修でき

る制度を確立している。他学部履修の科目について

も、外国語学部では合計 20 単位まで卒業単位とし

て認定している。しかしながら、社会科学系の知識

を必要とする観光交流文化学科の学生を除き、積極

的な他学部履修は奨励されていない。一方で、総合

政策学部所属の教員が担当する授業で、外国語学部

にも提供されている科目もある（「中国政治外交論」

「アジア経済論」「経済原論Ⅰ」「法学」「人材マネ

ジメント論ⅠⅡ」など）。 

 右記、外国語学部のパートナーシップを組む総合

 本構想では、学生の海外研修・留学を積極的に推

奨し、協定校への交換留学やセメスター留学を通し

てグローバル人材の素養を身に付けることを目指

しているが、留学前に日本でできる最大限の語学教

育を施し、留学先では身構えることなく即実践的な

中国語でのコミュニケーションが取れるよう、集中

的な中国語学習を徹底する。これにより、将来ある

いは留学中のインターンシップ    (2-5) (H25)で、責

任ある仕事を中国語で遂行できる礎を築く。 

 

 

2)英語能力：実践英語習得プログラム PEP 

これまで、外国語学部在籍学生は 1・2 年次（英

語学科学生に関しては 1～3 年次）に TOEIC IP 試

験（学内実施）受験を必修化してきた。この受験な

らびにスコアアップを英語科目の単位付与条件に

設定し、検定試験を活用して英語学習の成果を適宜

確認できる体制を、正規カリキュラムの中に位置づ

けてきた。四年間を通して総合的な語学力向上を図

るという点で、本構想を契機に卒業までの全セメス

ターにおいて TOEIC IP 試験受験を必修化する。ま

た、英語インテンシブクラス在籍学生に対しては、

TOEIC SW 試験の受験を必須とし、スピーキング

とライティング能力の積極的な開発を推進する。

TOEFL や IELTS 試験の受験も積極的に奨励し、

「外国語力スタンダード」として設定された目標点

を達成した学生には、単位認定ならびに奨学金の付

与を行う(H25)。 

 本構想を展開するアジアには、中国語と英語が併

用されるシンガポールや香港等の世界経済の拠点

都市がある。交換留学を実施している香港中文大学

への積極的な留学を推奨するとともに、アジアの経

済拠点都市での留学先拡充 (1-2) を図る (H24)。 

 

≪≪≪≪スマートでタフな交渉能力の養成スマートでタフな交渉能力の養成スマートでタフな交渉能力の養成スマートでタフな交渉能力の養成≫≫≫≫    

本構想が目指すのは、卓抜した語学力だけではな

く、スマートでタフな交渉能力を兼ね備えた人材の

養成であり、そのためには学際的な教養が要求され

る。従って、全学的な教養科目と総合政策学部の社

会科学系の教育資源の積極的な導入    (2-1)とその円

滑な運用を実現し、グローバル人材の基盤教育の充

実を図る。現在、総合政策学部国際政経コースで開

講している「国際関係論」「アジア政治論」「アジア

経済論」「国際経営学」「比較政治学」等の科目を中

心に、国際的な視野から政治・経済・経営等の社会

科学系科目の外国語学部学生による履修を推進す

る。また、ゼミナールにおいては、それらの学修成

果を踏まえての卒業論文制作を奨励する。卒業研究

報告会はコンテスト形式で行い、質疑応答を含め中

国語または英語で実施する (2-3)。 
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政策学部は、総合政策学科（国際政経・法律行政・

環境福祉の各コース）と企業経営学科（経営戦略・

経営会計の各コース）を設置し、前者は「グローバ

ル社会を担う公共の視点から、我々を取り巻く社会

の諸問題を理解し、解決するための知識と考察力を

身につけることを目的とした学科」、後者は「経済

社会の原動力であるビジネスの視点から、我々を取

り巻く社会の諸問題を理解し、解決するための知識

と考察力を身につけることを目的とした学科」であ

る。グローバルな社会の動きを各専門家が適切に捉

えながら、戦略的な教育活動を継続的に実施してい

る。例えば、特定のテーマ（「政治・経済・社会に

ついて考え、意見をいってみる」「企業の役割を考

える」「制度を考える！」など）を専門が異なる複

数の教員（法学・国際法・国際政治学・経済学・会

計学・社会福祉学など）が担当する「学際演習」は、

分野を越えたボーダレスな発想を養う意欲的な試

みである。 

 近年、杏林大学は「出口が見える教育」の根幹と

して、グローバル人材の養成を積極的に推進してき

た。学部間の連携を模索し、外国語学部と総合政策

学部の教育資源を有機的に融合させる基盤整備を

漸次推し進めているところである。 

 

≪≪≪≪留学支援体制留学支援体制留学支援体制留学支援体制≫≫≫≫    

本学で海外留学・研修の実務を担う「国際交流セ

ンター」には、2 名の専任職員が配置されている。

海外への学生派遣、海外協定校からの留学生の受け

入れ等に係る幅広い業務を行っているが、中国語圏

と英語圏にある協定校の増加、さらには相互派遣学

生の増加によりさらなる人的な支援体制の強化が

迫られている。 

留学にあたっては、交換留学の場合は受入校の授

業料免除、その他の留学では本学の授業料を 8 割減

免するなどの措置が講じられている。また、奨学金

制度の充実を図り、経済的に優れない学生への支援

措置が取られている。 

学生が留学先で修得した単位は、本学での卒業要

件単位として認定されており、留学期間も含め 4 年

で卒業できるよう制度が整っている。そのため本学

部では 2 年次での留学や海外研修への参加を積極

的に奨励している。特に英語学科インテンシブプロ

グラム在籍学生は、特段の事情がない限り 4 セメス

ター中に留学を経験するようカリキュラムデザイ

ンがなされている。この大学による留学の働きかけ

は、意欲的に留学を目指す学生のみならず、留学に

一歩踏み出す勇気と決断を主体的に出すことがで

きない学生へのサポートとして有効に機能してい

る。 

 

さらに、目標設定シート 1③で挙げたどのように

（（（（HOWHOWHOWHOW））））伝えるかという視点を養成する目的で、

総合政策学部と外国語学部所属の教員が協同して

担当する PBL 形式のアクティブラーニング「ケー

ススタディ演習    (2-2)」を行う (H25)。これは、毎

回特定のテーマを設定し、各専門家がオムニバス形

式で多角的に話題を提供し教員同士が冷静果敢な

ディベートを行うのみならず、最終的には学生の主

体的な参加を積極的に促す授業である。学生は緊張

感をもったディベートのシミュレーションを体得

することになる。さらには総合政策学部の中国人教

員ならびに中国語が堪能な教員による、政治・外

交・経済について中国語で学ぶ科目の創設も検討す

る(H25)。 

また、滞在期間の長短に関わらず海外プログラム

修了者には、その滞在経験と各自の興味関心に基づ

いた特定のテーマに関し、中国語あるいは英語での

「プログラム修了プレゼンテーション(2-4)」を課す

(H25)。これにより、研修・留学の成果を受け入れ

先ならびに本学にて広く公表することのみならず、

語学力を測る現状の検定試験のスコアには表れな

い、問題発見力・問題解決力・自己表現力を含むス

マートでタフな交渉能力を養成する。 

 

≪≪≪≪留学支援体制留学支援体制留学支援体制留学支援体制≫≫≫≫    

本学部では、留学希望者は非常に多いが、経済的

な事情から留学を断念する学生も多いという実情

がある。授業料減免や奨学金制度の拡充によりその

一部改善は図って来た。今後は、アジアでの活躍が

世界に通じるという認識の下で、欧米一辺倒でなく

留学費用が比較的安いアジアの経済拠点都市への

留学を促す意識改革も積極的に進める (H25) 。 

本構想においては、海外各協定校の協力を仰ぎな

がら、本学における主体的な留学プログラム ASAP

の確立を目指す(1-2)（様式 1 取組内容②）。すなわ

ち、「留学準備」と「留学後展開」において、海外

協定校に講師派遣を要請し、専門的なスキルや知識

を「中国語で」身に付ける講義・演習科目を開講し、

グローバル人材としてふさわしい語学力、学際的教

養、コミュニケーションスキルの涵養を図ることが

できる体制を整える。学生の語学力向上のみなら

ず、現地の生の声に触れる機会を設けるよう配慮す

る。中国語力を備えた専門的職業人材を確実に養成

するため、インターンシップ    (2-6)の実施が可能な

企業を開拓 (H24)し実施を支援する。 

留学支援体制には、事務職員にも高度な語学力が

要求される。本学部で専門的な語学訓練とグローバ

ル教育を受けた人材を中心に、留学支援や留学生対

応を中国語や英語で行える事務職員の積極採用と

配置、さらに事務職員の海外派遣を行う (H25～)。 
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≪≪≪≪産学・高大連携産学・高大連携産学・高大連携産学・高大連携≫≫≫≫    

 本学キャンパスがある八王子市は、23 の大学・

短大・高専がキャンパスを構える学園都市である。

行政や市民に加え経済団体も加盟する「大学コンソ

ーシアム八王子」は、八王子地域全体をキャンパス

と考える「まるごとキャンパス八王子」プロジェク

トを実施しており、学生の斬新な発想を企業や行政

が取り入れられる仕組みが機能している。また、若

い力を原動力とした地域活性化にも取り組んでき

た。このような事情から、本学でも産学公連携教育

を実施してきた。 

なお、国内企業でのインターンシップについて

は、学部主導で 3 セメスター・5 セメスターの学生

を対象に行われているほか、教員が主導で実施して

いるものも多くある。その他産業界との連携（平成

23 年度）については、企業による「業界研究セミ

ナー」9 回、学生の企業見学 8 回、正規授業「キャ

リア指導」内で各企業関係者を招聘し、就職活動指

導や社会・企業情勢を積極的に学生に伝えている。 

 

 高大連携については、本学の中期計画実行体制に

おいて高大連携推進実行部会が設置されているこ

とから明白なように、高等学校ならびに杏林大学の

総合力を高める一環として積極的に取り組んでき

た。高大教職員で双方が持つ様々な問題に関する意

見交換の場や、定期的な研究会を設け、高等学校か

らの提言を杏林大学のカリキュラム策定に取り入

れたり、大学入学前教育や大学入学後の基礎教育に

おける高等学校教員との連携を深めたりすること

を目指し、主に周辺地域の高等学校と協定を結んで

いる。大学の教育資源を高校生に提供するため、継

続的な出張講義に加え、サマースクール（夏期集中

講義）やスプリングセミナー（春期集中講義）の形

式で「大学の授業開放」も行ってきた。例えば、本

年 3 月には、高校生をキャンパスに招待し、各学部

が定めた特定のテーマに関する講義を体験するイ

ベントが開催された。中国語関係に特化した試みと

しては、平成 23 年 6 月に高大連携協定校になった

東京都立青梅総合高等学校の生徒が本学を訪問し、

「大学体験プログラム」として中国語の授業や通訳

現場を想定した模擬通訳を体験した。また、本学中

国語学科の学生と中国からの留学生が青梅総合高

等学校を訪問し、中国語履修クラスにて中国語を介

した交流や発音指導を行った。このような試みを通

して、高等学校との有機的な連携を基に、本学が有

する教育資源を積極的にオープン化し、高大一体と

なって国際舞台で活躍するグローバル人材育成の

基盤整備を実施している。 

 

≪≪≪≪産学・高大連携産学・高大連携産学・高大連携産学・高大連携≫≫≫≫    

1）日本発信プロジェクト(2-7)―体験型学習による 

グローバル人材育成(H25) 

スマートでタフな交渉能力を養成するには、自身

を相対的に捉える洞察力も必要である。日本と中国

語文化圏を比較することで、社会文化的な知識やコ

ミュニケーション上のわきまえなどの相違点を明

確に意識できる。そのため、日本文化や産業、本学

の特色の一つである医療や言語教育等の情報を海

外、特に協定校と協定締結を目指す機関に向けて発

信する日本発信プロジェクトを学部内外、また産学

連携を組む事業者、NPO 等から広く募集する。本

プロジェクトでは、学生が応募者として主体的に、

または他学部の学生や高校生、事業者等の言語力が

十分でない応募者のアシスタントとしてグローバ

ルな舞台での情報発信を実地に体験させる。これに

より語学・コミュニケーション能力の必要性のみな

らず、他者への理解と自身の理解、またビジネスと

してのプレゼンテーションを学ぶ動機付けとする。 

外国人が日本において自文化を発信する提案に

も、本学学生の参加を条件に積極的に助成する。 

 

2）学生のキャリアデザイン構築と産学・高大の有

機的連携に向けたシンポジウム開催 (H25) 

日本企業のグローバル人材育成のニーズは拡大

しているが、基本的に備えるべき能力・資質、ある

いは中長期的な育成プランに関する認識は産学の

間で確立されているとは言い難い。これは、グロー

バル人材として活躍が期待される中国語を学ぶ高

校生・大学生が適切なキャリアデザインを構想でき

ないだけでなく、海外進出とパフォーマンス向上を

目指す企業が適切な人材確保と育成ができない可

能性を示唆する。グローバル人材の育成・評価・配

置・業務内容の現状と見通し等を総合的に勘案し、

産学・高大一体となって人材を継続的に育成するプ

ランが必要である。中国語を学ぶ高校生と大学生の

「グローバルな通用性」に関する意識向上と、キャ

リアデザイン構築に向けた取組強化のため、ひいて

は産学連携の有機的強化のため、外部講師を交えた

高校生、大学院生、企業にも開かれたシンポジウム

を開催する。この取組を補完するため、グローバル

人材と本学在学生との交流を推進し、実社会で求め

られるグローバル人材能力を学ぶ機会を確保する。 

 

≪≪≪≪ボランティア活動等ボランティア活動等ボランティア活動等ボランティア活動等    (2-8)≫≫≫≫    

本学の「人のために尽くす」思いやりの建学理念

を達成させるため、本学付属病院や近隣自治体の行

事、または近隣の観光地等の言語能力が求められる

現場でのボランティア活動を推奨し、学部学生の

70％以上に体験させる機会を設定する (H25)。 
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様式３様式３様式３様式３    

様式３全体で３ページ以内様式３全体で３ページ以内様式３全体で３ページ以内様式３全体で３ページ以内    

教員のグローバル教育力の向上の取組教員のグローバル教育力の向上の取組教員のグローバル教育力の向上の取組教員のグローバル教育力の向上の取組    

取組内容① 教育体制のグローバル化 
○ 国際公募による外国人教員や海外の大学での教育経験又は国内大学で外国語による教育経験を有する日本人教員の配置など教育体

制のグローバル化を図っているか。 

【これまでの取組】 

 杏林大学外国語学部は、昭和 63 年創設当時、2

名の外国人教員を専任教員として迎えた上で、「学

生全員がネイティブスピーカーの授業が受けられ

ねばならない」「学生に人種の偏見をもたせなくす

るように、色々の人種の人達をも広く採用しなけれ

ばならない」という当時の教務部長（第 2 代学部長）

の強い信念のもと、数多くの外国人教員が非常勤講

師として外国語科目の担当をした。以来、英語学科

の英語関連科目、中国語学科の中国語関連科目を中

心に、フランス語、ドイツ語、スペイン語、インド

ネシア語、韓国語、ベトナム語、アラビア語科目を

ネイティブスピーカーが担当をしてきた。現在で

は、中国語学科、英語学科、観光交流文化学科 3 学

科体制のもと、専任教員 39 名中、英語 2 名、中国

語 2 名、韓国語 1 名と、客員教授 7 名中、英語 2 名

のネイティブスピーカーを擁する。 

 平成13年に三学科制を廃し同18年まで外国語学

部外国語学科の一学部一学科制を採用したのは、高

校までの知識を植え付ける記憶中心の教育から、学

生の主体的な学修へと変革することが高等教育に

求められる時代の趨勢に迅速に対応するためであ

った。入学時に専攻を特定しないで、基本的な外国

語の力を確保した上で、横断的・総合的学修の実現

によって国際化社会の多様性に応え、独創性ある個

性確立のため、学生自らが自己の志望、適性を発見

し、自らの責任において選択した学科目を履修する

という主体的学修を標榜した取組である。 

 

 外国人教員に限らず教職員の採用および任免は

杏林学園職員就業規則に則り、理事長が行ってい

る。外国人教員の募集については、公募制または推

薦によって行っている。 

【本構想における取組】 

 平成 8 年の大学審議会答申「大学教員の任期制に

ついて」が指摘している通り、「大学教員について

は、優れた人材を確保するとともに、多様な経歴・

経験を持つ者が切磋琢磨しつつ、その能力を高め、

教育研究を活性化させることが重要である。」とい

う見解に異論の余地はない。さらに、「大学の置か

れた状況が異なるので諸外国の大学との明確な比

較は難しい面があるが、アメリカやドイツなどの大

学の状況を見ると、出身大学で教員として採用され

る場合にも、いったん他大学で教育研究に従事しキ

ャリア形成の過程で大学等を異動する場合が多く、

教員の流動性は概して高い。このことが，これらの

国の大学における教育研究の活性化、高度化につな

がっているとの指摘もあることを考えると、我が国

の大学においても、教員の流動性を一層高めていく

ことが肝要である。」との指摘にも首肯できる。本

学は、その教員の流動性を高めるための具体的方策

としては、教員の採用の在り方に関し、国際協力、

企業経営等をはじめとする実務経験者を含めた多

様な経歴・経験を有する者の採用、社会人の採用等

で対応してきた。 

 本学では、答申後、法制定を経て、任期付き教員、

テニュア教員の採用などを継続的に検討してきて

いるが、研究水準を高めるよりは教育水準を高める

ことに大学発展の活路を見出してきており、任期制

導入に対しては慎重な態度を取ってきた経緯があ

り、採用の現状は左記の通りである。外国語学部で

は、専任教員の推薦をもとに、杏林大学教授選考委

員会規程、外国語学部教員選考規程により、教授に

ついては教授選考委員会、准教授以下の場合は人事

委員会が中心となってその審査・選考にあたり、そ

の結果が教授会に報告され、教授会の議決は運営審

議会、理事会に提案され、審議を受けることになっ

ている。 

 しかし、本構想は、これまで硬直化していた教育

体制のグローバル化を標榜するものであり、まずは

期間を区切った試みでもあるので、全学的に十分検

討した上で、構想実施に伴う任期付き教員の採用等

により、協定校との人的交流の活性化を図る。また、

それに伴い、任期付き外国人教員の国際公募も検討

していく。 
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取組内容② グローバル教育力向上のための取組 
○ 学内におけるグローバル教育力向上のための取組（海外大学からの講師招聘によるＦＤなど）を推進しているか。 

○ 教員の教育力を評価する取組やその結果の人事への反映など教育力向上のためのインセンティブを図っているか。 

○ 海外の大学における教育活動を通じたグローバル教育力向上の取組（海外協定大学での授業実施等の実践型研修など）を推進してい
るか。 

【これまでの取組】 

 昭和 63 年の外国語学部開設に伴い、杏林大学別

科日本語研修課程が開設された。この日本語研修課

程は、平成 14 年に杏林大学国際交流センター付属

別科日本語研修課程へと組織変更するも、開設以

来、学部・学科入学前の留学生に対する日本語教育

に貢献し実績を挙げると同時に、数多くの日本語教

育に携わる海外の教育者、特に中国語圏の日本語教

育者が研鑽を積む場としての機能も果たしてきて

いる。その中でも、財団法人交流協会の委嘱を受け

て行っている台湾人日本語教師本邦研修は平成 22

年には 13 期を数え、毎年 10 名を超える台湾人教師

が本学宿舎に滞在しながら参加し、外国語学部の日

本語担当教員による日本語、日本語学、日本語教授

法関連科目を受講している。この研修は、本学教員

にとって日本語教育実践の場であると同時に、相手

も日本語教師であるので、相互のグローバル教育力

を向上させる職能開発、ファカルティ・ディベロッ

プメント(FD)の場となっている。 

 中国語学科教員は、頻繁に中国の協定校を中心に

海外出張し、学部学科、国際協力研究科国際コミュ

ニケーション専攻の基幹科目となっている通訳・翻

訳関連科目の授業を実施して、教育活動を通じたグ

ローバル教育力向上を図っている。 

 英語学科では平成 18 年に三学科体制再編に合わ

せ、「使える・話せる実践英語習得プログラム」

（Practical English Program：PEP）を開発・構築

し、学部共通の 1 年次対象基盤教育として提供し、

その後、平成 20 年 2 年次対象の PEP2 を開発、同

21 年 22 年改訂、同 23 年全面刷新と、継続的に英

語プログラムの改良を行ってきている。 

 さらに本年度は、早稲田大学国際教養学部前学部

長の Paul Snowden 氏を客員教授として招聘し、若

手英語学科教員、総合政策学部教員とともにグロー

バル教育力向上を図ると同時に、グローバル人材育

成により適した英語プログラムの開発に着手して

いる。 

 本学は学部毎に教員評価制度を確立し、学部の特

性に応じた評価制度を実施している。外国語学部に

おいては、教員の教育力、教育活動における業績は、

昇進審査の際に、研究業績、学内業務、学外活動等

と同時に、評価の重要項目となっているので、教育

力向上は全ての教員が取り組まなければならない

課題となっている。 

【本構想における取組】 

 学生をグローバル人材に育成するには、育成主体

である教員自らがグローバル人材でなくてはなら

ない。グローバル教育力とは、「グローバル人材」3

要素と同じく①語学力・コミュニケーション能力、

②主体性・チャレンジ精神・柔軟性・使命感、③異

文化理解と日本人アイデンティティ等が求められ

る。このうち、①語学力は、語学自体を教えること

に加えて、外国語で教育を行うのに十分な能力を有

することを意味する。またグローバル教育力の②や

③に関しては、語学検定試験のスコアで測れるもの

ではなく、語学力を駆使し、いかに教育内容を適切

に伝え、学生に教育効果をもたらすかにかかってお

り、単なる語学学習で養えるものではない。即ち、

本構想が学生に求める問題発見力・解決力・自己表

現力と同じ能力と体系的な経験を必要とする。これ

を前提にして、目標設定シート３③の「外国語によ

る授業の実施率」を高めていくためには、教員も自

身の課題を認識し、必要とする教育技術や技能に関

して体系的な学修と経験を重ね、外国語での教育に

当たらなければならない。 

 本構想では、海外協定校を中心にした教員の交換

派遣を実施し、協定校からの教員の教育を参観し交

流する機会、また、本学教員が外国で教育を提供す

る機会を開拓し、教員のグローバル教育力向上を図

る。 

 さらに本構想で行う日本の文化や産業等の情報

を海外の協定校等で発信する日本発信プロジェク

ト(2-7)においても教員の情報発信力と教育力を高

める工夫を行う。即ち本学教員には各自の専門外で

ある他学部や産学連携の事業者からの提案を、中国

語や英語のプレゼンテーションとして完成させる

過程を学生と共に体験させる。また、教員はこのプ

ロジェクトを交代で担当し、派遣時には本構想の情

報と実績、本学の紹介を協定校で行う。 

従って日本発信プロジェクトは学生向けの体験

型学習であるが、教員に対しても同様の体験学習型

の FD 活動である。また本構想と本学の情報・実績

発信、協定校からの留学生勧誘をも含めた総合的な

試みである。 

これらを介して、教員は発信力を強化しグローバ

ル教育力を養う機会とする。 
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様式４様式４様式４様式４    

様式４様式４様式４様式４全体で３ページ以内全体で３ページ以内全体で３ページ以内全体で３ページ以内    

日本人学生の留学を促進するための環境整備日本人学生の留学を促進するための環境整備日本人学生の留学を促進するための環境整備日本人学生の留学を促進するための環境整備    

取組内容①  日本人学生に対する動機付けや、留学を促進するための取組 
○ 入学時からの動機付けや留学にむけた学生の準備・計画作成支援などへ配慮されたものとなっているか。 

○ 単位取得を伴う海外留学プログラム等の開発を支援する体制は整備されているか。 

○ 諸外国の大学の留学等に関する情報や奨学金に関する一元的な情報収集・提供、獲得にむけた支援に取組むものとなっているか。 

○ 学生が海外留学するにあたり、修得可能な科目、帰国後の単位認定に関する基準や手続き等の情報が事前に提供され納得して参加す

ること（ラーニング・アグリメント）が可能となっているか。 

○ 海外留学を促進する制度等の導入を推進しているか。 

【これまでの取組】 

 大学案内やホームページ、国際交流センターで編

集しているパンフレット「Study Abroad」等により、

海外研修や留学制度の紹介をしている。また新入生

には、オリエンテーションで、学部及び国際交流セ

ンターから留学制度に関する説明、留学プログラム

の紹介を行っている。 

本学の外国語学部及び総合政策学部ではセメス

ター制度を実施しており、アカデミックカレンダー

の上で、海外留学しやすい条件を整えている。学則

及び関連規程では、留学期間は在学期間に含まれる

こととしている。また留学中の学修成果が帰国後本

学での修得単位として認定される制度も整備され

ており、中長期の海外留学により留年又は卒業延期

となることを回避している。 

さらに、本学では学生が海外留学する場合、留学

期間中に本学に納付すべき学納金の8割を減免する

制度がある。併せて、海外研修・留学に対する本学

独自の奨学金制度があり、多くの学生に利用・活用

されている。 

 現在は海外協定校との交換留学、派遣留学の他に

も、単位認定を伴う数多くの研修・留学プログラム

を提供している。（内は平成 23 年度実績） 

・外国語学部：3 カ月未満の研修（3 件 23 名）、3

カ月～1 年（12 件 41 名） 

・総合政策学部：3 カ月未満の研修（2 件 6 名） 

・保健学部：3 カ月未満の研修（1 件 6 名） 

・医学部：3 カ月未満のクリニカル・クラークシッ

プ（2 件 5 名） 

 海外研修・留学に関する情報の提供及びサポート

は、一留学プログラムにつき６回程度（募集説明、

申請書類作成説明、Visa 取得支援、出発前指導、危

機管理ガイダンス、帰国後指導）のガイダンスを実

施している。 その際に、留学先で修得可能な科目、

帰国後の単位認定に関する基準や手続き等の情報

を事前に提供し学生への周知を図っており、帰国後

の単位認定はスムーズに行なわれている。また、必

要に応じて個別相談も行っている。 

 

【本構想における取組】 

 グローバル人材育成プログラムに関するパンフ

レット（別冊）を作成し、大学案内・募集要項等と

共に高校や受験生に送付する (H24)。 

また、本構想に関するウェブサイトを作成し、プ

ログラムの概要、実績等を掲載・更新し、情報を発

信していく (H24)。 

 

 上記の他、オープンキャンパス、進学相談会、高

校訪問等で、本構想の趣旨・魅力を伝え、本プログ

ラムを志望する学生の確保、入学者の本プログラム

への理解と留学への動機付けを高める (H24)。 

 国際交流センターと学部が連携して、海外留学の

説明会を開催するほか、現在も行っている 1・2 年

生を対象とした留学経験者の報告会を開催し、留学

や海外生活に対する疑問や不安を軽減する機会を

多く設ける。また、経済的問題を含め、個別相談に

は随時応じていく (H24)。 

 

 さらに、本学の留学を支援する制度（留学中の学

納金減免制度、海外研修・留学奨学金制度）を継続・

拡大し、学生に広く活用されるよう充実させていく

ほか、日本学生支援機構や諸団体の留学奨学金の獲

得に努める (H24)。 

 

留学先については、海外の協定校の拡充、新たな

海外留学・研修プログラム、特にインターンシップ

を伴うもの (2-6) の開発 (H24)に努め、豊富なプ

ログラムを提供していく。特にアジアの経済拠点都

市である上海、シンガポール、香港等は多数の欧米

系企業が進出し活発なグローバルビジネスが展開

されている。中国語と英語を含めた多言語での講義

を行う大学や研究機関も多く、それらとの協定締結 

(1-2)を進める (H24)。 

また、学生が留学先で修得した単位が、本学での

卒業要件単位として、より多くの科目で単位認定で

きるよう、カリキュラム（必要に応じて学則）を改

訂する(H24)。 
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取組内容② 留学中から帰国後にわたるサポート体制 
○ 帰国後の学業生活に支障のないよう、留学中から帰国後におけるサポート（健康管理や管理など）に配慮されているか。 

○ 産業界との連携等による留学中及び帰国後の就職支援に取組んでいるか。 

○ 緊急時、災害時の対応のための留学中の日本人学生をサポートするリスク管理への配慮が行われているか。 

○ 上記のサポートを高度に実施するための履修アドバイザー、サポートスタッフ等の配置や学内外での研修など体制の強化が図られて

いるか。 

【これまでの取組】 

帰国後の学業等に支障をきたすことのないよう

に、国際交流担当教員と国際交流センター職員、さ

らに教務担当の教職員を中心に、留学の準備段階か

ら留学中、帰国後にいたるまでのサポートを行って

いる。特に留学中は、留学先に到着後の連絡、毎月

1 回の定期報告、及び帰国前の報告を義務付け、留

学中の状況把握に努めている。また、必要に応じて、

学生やその家族、留学先の大学やホームステイ先等

と連絡を取り、さらに健康管理については、本学付

属病院の医師の協力を得ることで万全を期してい

る。 

帰国後についても、なるべく早い段階で事後指導

を実施し、学部の授業等にスムーズに移行できるよ

う指導している。 

 

就職支援については、キャリアサポートセンター

で留学前と帰国後の個別相談に対応し、留学中につ

いては、必要に応じ、就職担当教員を通じてサポー

トを行っているが、産業界との連携とまでにはなっ

ていないのが現状である。尚、海外勤務者募集の求

人については留学経験者には周知し、個別支援を実

施している。 

 

リスク管理については、学部内に学部長を本部長

とする危機管理体制を設けて対応すると同時に、外

部団体(海外留学安全対策協議会)による 24 時間態

勢での危機管理システムに加入し、学生からの緊急

時相談・健康相談に応じている。緊急時の安全確認

はもとより、留学先で体調が急変した学生に対して

は、受け入れ大学との連絡調整、日本の家族への対

応、現地での対応のための教員派遣、さらに学生の

日本への移送から本学付属病院高度救命救急セン

ターでの受け入れにいたるまでの危機対応を実施

してきた。これは、医学部・保健学部や付属病院を

擁する杏林大学だからこそできる危機管理体制で

ある。 

 

また、上述外部団体の実施する各種講習会に国際

交流センター職員を派遣するとともに、サポート担

当教員だけでなく、学部全教職員を対象に、外部か

ら専門家を招いて、講習会や危機対応シミュレーシ

ョンを定期的に実施し、より高度なサポートが実施

できるよう努めている。 

【本構想における取組】 

 学生の留学中のサポートは、従来のサポート業務

を検証し、必要に応じて改善措置を講じる。また、 

緊急時の危機管理システムについても同様とする。 

 さらに、本学との交流協定を締結し、また学生が

数多く留学している大学には、定期的に本学の教職

員が現地を訪問し、学習や生活の様子を把握し、帰

国後の学修やキャリア・就職等に関する相談・指導

を行う。 

帰国後の学生の学修・履修指導等は、教務担当の

教職員、国際交流センター職員が担当し、帰国後の

スムーズな復帰と履修をサポートする。 

 

学生の就職支援を担うキャリアサポートセンタ

ーの取組として、本構想に関連して、「中国ビジネ

スの強化を図る企業」に対し、本学部が行う中国語

翻訳・通訳の教育現場を見学する機会を設け、就職

支援につなげる。また、中国での就労採用計画のあ

る企業の情報を収集し、その企業の学内説明会の機

会を設ける。 

キャリアサポートセンターと国際交流センター

が連携して、留学中の学生（特に 3 年次・4 年次に

留学中の学生）に対しては、インターネットを通じ

て定期的に連絡を取り、就職に関する情報提供や進

路相談、エントリーシートに関するアドバイス等を

行うと同時に、本学部の授業である「キャリア指導」

やキャリアサポートセンターの実施する各種就職

関連講座などから、必要なものをネット配信するこ

とで、留学中の就職支援を強化する。 

  

企業のニーズを把握し、グローバル人材として活

躍が期待される高校生・大学生が適切なキャリアデ

ザインを構築できるように積極的な援助を試みる。

産学の有機的な連携に向け「グローバル人材の育成

とその体制作り」の基盤となる共通認識を醸成する

ためにシンポジウムを開催する。グローバル企業・

グローバル人材育成に携わる外部講師も招聘し、高

校生、大学院生、企業にも開かれたシンポジウムと

する。 

この内容を補完する目的で、グローバル企業の社

員や外国籍の社員と本学在学生との交流の機会を

設け、実社会で求められるグローバル人材能力を学

ぶ機会を確保する。 
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様式５様式５様式５様式５    

様式５全体で３ページ以内様式５全体で３ページ以内様式５全体で３ページ以内様式５全体で３ページ以内    

語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組    

取組内容① 入試における中等教育段階までの外国語力・留学経験等の適切な評価 
○ ＴＯＥＦＬ等のスコアの入試への活用又は既存入試の改善などにより、４技能（リスニング・スピーキング・リーディング・ライテ

ィング）を適切に評価するものとなっているか。 

○ 入学志願者の留学経験や在外経験等を適切に評価するものとなっているか。 

【これまでの取組】 

 杏林大学外国語学部は入学者受入れ方針（アドミ

ッションポリシー）を次のように定めている。 

 外国語学部は、「外国語の修得を通じて、『言葉』

の持つ豊かな創造性とコミュニケーション機能の可

能性を追究するとともに、 異文化の垣根を越えて相

互に理解し共存できる人間性を陶冶し、杏林大学の

建学の精神である『眞・善・美の探究』を広く国際

的視野のもとに実現すること」という学部の理念・

目的を理解し、その達成に真摯に取り組む意欲のあ

る人材を求めている。具体的には、次のような資質

を持つ学生を求めている。 

・外国語を聞くこと、話すこと、読むこと、書くこ

となど基礎的なコミュニケーション能力をもつ人 

・積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度

をもつ人 

・外国語で情報や考えなどを的確に理解したり適切

に伝えたりする能力をもつ人 

・外国語や外国文化に対する興味・関心をもち、広

い視野や国際感覚、国際協調の精神を身につける

意欲をもつ人 

 この方針に謳っている通り、４技能を適切に評価

するために、 現行入試では、次の入試区分を設けて

いる：一般入試、センター試験利用入試、推薦入試、

AO 入試、編入・転入学入試、帰国子女入試、社会

人入試、社会人編入・転入学入試、外国人留学生入

試、外国人留学生編入・転入学入試。 

 推薦入試では、公募制の他に、資格取得者制を設

けており、以下のうち一つ以上の資格（観光交流文

化学科の資格は除く）を取得していることを出願要

件とし、語学試験を活用し、評価の対象としている。 

【3 学科共通】 

・実用英語技能検定準 2 級以上 

・TOEFL435 点(PBT)120 点(CBT)41 点(iBT)以上 

・TOEIC400 点以上 

【中国語学科のみ】 

・中国語検定 4 級以上 

・HSK（漢語水平考試）2 級以上。 

 入学志願者の留学経験や在外経験に関しては、高

等学校最終学年を含む 2 年以上の在学経験のある者

は帰国子女入試、それ以外の留学経験に関しては、

推薦入試の面接、ＡＯ入試の面談において、オーラ

ル・コミュニケーション能力を中心に評価している。 

【本構想における取組】 

 語学力を向上させるための入学時から卒業時ま

での一体的な取組において、入試の果たす役割は大

きい。本学外国語学部のアドミッションポリシーで

謳っているように、向上意欲だけではなく、4 技能

の資質・適性をバランスよく備えていなければ、学

士課程 4 年間という短期間でグローバル人材に成

長する可能性は乏しくなる。この観点からすると、

各々の入試で 4 技能をバランスよく評価すること

が望ましいが、高校生の学習実態、入試実施上の制

限等を勘案すると、非現実的である。そうかと言っ

て、リーディングだけの入試では、コミュニケーシ

ョン能力重視の社会の要請に対峙し、語学教育の潮

流に逆行してしまう。そこで折衷案として本学が採

用しているのが、4 技能を別々の入試区分で評価

し、どの技能であれ１技能でも秀でているものがあ

れば、他の技能も伸ばす努力をすれば、秀でた技能

に追随する可能性があるとの見方であり、リーディ

ング以外の技能に秀でた者にも入試機会を提供し

て入学者選抜を行っている。 

 一般入試ではリーディング、センター試験利用入

試ではリーディングとリスニング、公募制推薦入試

では中等教育段階までの 4 技能の成績が含まれた

評定平均値、資格取得者制推薦入試では語学試験で

課されるリーディングとリスニング（場合によって

はスピーキングも含む）、AO 入試は、事前課題で

英文・中文和訳のリーディングと和文英訳・中訳の

ライティングを選択していたが、和文英訳・中訳は

選択者が僅かであったため廃止した。留学経験・在

外経験者が秀でているスピーキング・リスニングは

AO 入試、帰国子女入試で適切に評価している。 

 本構想では、入学後の定期的測定を通して、入試

区分ごと、つまり中等教育段階での技能ごとの習熟

度と、入学後の語学力向上の相関を分析し、入試区

分、定員配分、試験科目等の見直しを行い、入学者

選抜の改善を図っていく(H25～) 。 

 また、現行入試では中国語学科の志願者が、英語

でも受験できるため、中等教育段階で中国語を学習

していない入学者に対して中国語初学者クラスを

設けている。本構想実施を機に、中国語入試で中国

語学科に入学し、より中国語のできるグローバル人

材に成長する可能性を膨らませていく(H25～)。 
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取組内容② 卒業時の外国語力スタンダードを見据えた効果的な語学教育及び教育体制 
○ 入学時プレイスメントテストによる習熟度別語学クラスの編成など、効果的な語学教育を行っているか。（この観点については、構

想を必ず記載してください。） 

○ 学生の語学力向上度の測定（定期的（セメスターごと、学年ごと等）な４技能を適切に評価する語学力試験の実施等）による教育効

果の分析と語学教育へのフィードバックが図られているか。 

○ 外国語による論文作成（アカデミック・ライティング）能力の養成のための個別指導体制の導入や教育が行われているか。 

○ 外国語で論理的に説明し、他者と議論できる力を養成するための少人数語学教育等が行われているか。 

○ 留学先の大学で専門科目レベルの履修が可能な力を養成するための留学前準備教育が行われているか。 

【これまでの取組】 

≪≪≪≪三三三三学科体制と各学科の役割学科体制と各学科の役割学科体制と各学科の役割学科体制と各学科の役割≫≫≫≫    

杏林大学外国語学部は「中国語学科」「英語学科」

「観光交流文化学科」の三学科体制を敷いている。

学科ごとにそれぞれの専門性を高めながら相互に連

携し、「専門的職業人の養成」に資する学部全体の教

育体制を体系的に整備することに努めてきた。学部

開設以来 24 年に及ぶ高度語学教育に関するノウハ

ウの積み上げが、本構想申請の基盤となっている。 

 本学部の特筆すべき取組は、全学科で中国語と英

語を必修科目としてきたことである。基礎的・発展

的な語学力の養成は中国語学科と英語学科が主とし

て担い、その運用能力を高めるために必要な一般コ

ミュニケーションスキルの涵養には観光交流文化学

科が先導する「ホスピタリティ実習」「キャリア指導」

が中核的な役割を果たしている。 

 

≪≪≪≪中国語教育（中国語教育（中国語教育（中国語教育（CICCICCICCIC）と英語教育（）と英語教育（）と英語教育（）と英語教育（PEPPEPPEPPEP））））(1-1)≫≫≫≫    

学生のニーズと現代社会の要請に応え、音声・相

互コミュニケーションを重視した、独自開発の教材

と教授法を採用している。留学前の基礎語学力の確

実な養成を図るべく年度ごとに改良を加え、先輩学

生が後輩の発音矯正を行うピアサポートも積極的に

実施している。 

中国語教育プログラムは CIC（Chinese for 

International Communication）、英語教育プログラ

ムは PEP（Practical English Program）と呼ばれ

る。いずれも入学時の語学力に応じたクラス編成が

実施され、無駄なく無理のない授業運営ができるよ

う配慮されている。CIC は、「初学者クラス」と「既

習者クラス」（帰国子女あるいは中国語検定試験 2

級以上）に分けている（1 クラス 10 名程度）。PEP

は入学時にTOEIC Bridge試験、各学期末にTOEIC 

IP 試験を実施して「インテンシブクラス」と「スタ

ンダードクラス」を設け、学生のレベルに合わせて

効率的に指導ができるよう整備されている（1 クラ

ス 20 名程度）。担当教員はチームを組んで相互に連

携し、カリキュラムが効果的に展開されるよう努力

している。いずれも、学修目標とその達成プロセス

を明示し、授業ごとに試験を実施することで授業に

対する緊張感を学生に持たせ、定期的に検定試験を

活用して学修効果を測っている。授業ごとに行われ

る試験や定期的に受験する検定試験の結果は、スコ

【本構想における取組】 

≪≪≪≪本構想における基本方針本構想における基本方針本構想における基本方針本構想における基本方針≫≫≫≫    

 中国語と英語の基盤教育については、現状のプロ

グラムを年度ごとに改訂を加えながら継続的に運

営していく。学習支援のアドバイスは、1・2 年次

はクラス担任、3・4 年次はゼミナール担当者が担

い、卒業までのおよそ一貫した指導体制を引き続き

敷いていく。本構想では、現状の語学教育プログラ

ムをより効果的なものにする取組を進める。 

 

≪≪≪≪CICCICCICCIC 及び及び及び及び PEPPEPPEPPEP の改訂の改訂の改訂の改訂    (1-1)    (H24)≫≫≫≫    

卓抜した語学能力を養成する基盤となる中国語

及び英語教育CICCICCICCIC及びPEPPEPPEPPEPをより効率的に遂行す

るための独自の教材、e-ラーニングツール等の改訂

と開発を行う。    

    

≪≪≪≪中国語・英語サロン中国語・英語サロン中国語・英語サロン中国語・英語サロン    (2-4) の常設の常設の常設の常設    (H24)≫≫≫≫    

PEP で培った実践的な英語能力をさらに高め、

英語母語話者とコミュニケーションを図る場を提

供するため、現在、英語学科インテンシブクラス在

籍学生を中心に、英語サロンを開催している。これ

は、英語教授経験が豊富な英語母語話者に委託して

開設している、使用言語を英語に限った英語トレー

ニングの場である。中国語に関しても、その運用能

力を飛躍的に醸成するため、正規のカリキュラム以

外に、「中国語サロン・中国語通訳翻訳サロン」（中

国からの留学生とともに、日中・中日の通訳翻訳を

教え学び合う場）を常設し、キャンパス内の中国語

使用域拡大を図る。これにより、中国語能力はもと

より、留学生と相互の教え学び合いを介して、「国

際的な対人コミュニケーションスキル」ならびに

「中国語圏の知識や世界観、コミュニケーションに

おけるわきまえ」の涵養を目指す。 

 

≪≪≪≪検定検定検定検定試験による語学能力の可視化推進試験による語学能力の可視化推進試験による語学能力の可視化推進試験による語学能力の可視化推進≫≫≫≫    

中国語の検定試験（中国語検定または HSK）の

受験を全学科で推進し、学修成果の可視化を進め、

継続的な学修意欲の維持を図る。本学は、中国語検

定試験ならびに TOEIC IP 試験の会場となってい

ることから、受験料の減免措置があり学生には受験

しやすい環境にある。語学力の向上には、継続的な

努力と学修効果の測定が必須であるため、検定料を

一部軽減することで語学学習の支援を図る。 
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アの推移等のデータを参照しアドバイスを付けて授

業担当者やクラス担任から返却するようにしてい

る。さらに、合宿型語学研修等で、CIC や PEP で

培った語学力を実践できるよう語学力養成プログラ

ムが体系的に設計されている。 

 

≪≪≪≪アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制≫≫≫≫    

 中国語や英語に使用言語を限った授業は、いずれ

も 1 クラス 10 名～15 名程度で行われており、学生

の発言機会が多くなるよう配慮されている（英語学

科インテンシブクラスは 5 名の少人数クラス）。 

 論文作成は、3・4 年次のゼミナールで集中的に指

導している。一部のゼミナールでは、授業運営も論

文執筆も目標言語のみで行われてきた。 

 

≪≪≪≪中国語教育の実績中国語教育の実績中国語教育の実績中国語教育の実績≫≫≫≫    

外国語学部では、日本の国際的な競争力を底上げ

する人材を養成するため、国際語としての英語はも

とより、日中関係の急速な発展という実情に対応で

きる中国語の重要性を唱えている。学部開設以来、

本学部の中国語教育は、海外研修や留学の機会を含

め、十分な中国語力と深い文化素養の獲得を実現す

る教育を施し、社会に有用な人材を送り出す努力と

成果を挙げてきた。学外の複数のスピーチコンテス

ト（例えば、「漢語橋」世界大学生中国語コンテスト

日本大会三連覇）での活躍は、中国語力養成機関と

しての実力を示していると言える。 

中国語初学者はもとより、意欲のある既習者の受

け皿としての役割を果たすべく、平成 23 年 4 月に

「中国語学科」を新設した。これは、単に語学力を

身につけるだけでなく、日中通訳翻訳プログラムを

擁して「高度な中国語運用能力の涵養」という専門

性を特色とした教育を行い、教養の域に留まらない、

現実の経済社会、産業界が求める中国語力を兼ね備

えた人材育成を行うことが最大の目的である。すで

に学生の多くが中国へ留学し中国語に磨きをかける

とともに現地で生活する中で中国社会への理解を深

め、グローバルに活躍する基礎固めが出来つつある。 

 本学部は、北京語言大学、北京外国語大学、上海

外国語大学等、中国の名門校との協定を結ぶことに

より、中国の名門校に留学し世界中から集まる優秀

な学生と切磋琢磨できるだけではなく、日本語と中

国語に精通した通訳・翻訳のプロフェッショナルを

目指す優秀な留学生を数多く受け入れているため、

本学のキャンパスは日本にありながら中国語学習に

は理想的な環境となっている。海外の協定校からの

学生受け入れが絶えないという事実は、教育実績に

裏打ちされた本学部の社会的役割を示している。 

 

英語の検定試験に関しては、本学部在籍学生は

1・2 年次（英語学科学生に関しては 1～3 年次）に

TOEIC IP 試験受験を必修化してきた。TOEIC IP

試験の受験ならびにスコアアップを英語科目の単

位付与条件の一つに設定し、検定試験を活用して英

語学習の成果を適宜確認できる体制を、正規カリキ

ュラムの中に位置づけてきた。しかしながら、4 年

間通して総合的な語学力向上を図る目的で、本学部

在籍学生は卒業までの全セメスターにおいて

TOEIC IP 試験受験を必修化する。また、TOEIC 

SW 試験の受験を推奨し、スピーキングとライティ

ング能力の積極的な開発を推進する。TOEFL や

IELTS 試験の受験も積極的に奨励する。「外国語力

スタンダード」の設定目標点を達成した学生には、

単位認定ならびに奨学金の付与を行い更なる研鑽

の動機付けを図る。これらを通して、留学先で専門

科目レベルの履修が達成される語学力の涵養を図

る。 

 

≪≪≪≪アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制アカデミックスキルの指導体制    (H25)≫≫≫≫    

3 か月以上の海外留学、3 か月未満の海外研修を

問わず、各自の興味関心、経験に基づいたプログラ

ム修了プレゼンテーション    (2-5) を実施する。留

学・研修期間中に受け入れ先で、また修了後には本

学内で中国語や英語を介して発表・議論をする。こ

れにより、留学での学習成果を広く公表し、研修・

留学を完結させることを目的とする。   

また卒業研究報告会    (2-3) を中国語あるいは英

語で実施する。卒業論文の内容を中国語あるいは英

語で発表し、質疑応答も発表言語で行う。留学生に

も参加を促し、本学部で学んだ語学力が、当該言語

の母語話者に通用すること、また母語話者からの質

疑に対応できることを確認する。これにより、語学

力を測る現状の検定試験のスコアには表れない、問

題発見力・問題解決力・自己表現力を養成する。 

 

≪≪≪≪目標言語を使用する機会の提供目標言語を使用する機会の提供目標言語を使用する機会の提供目標言語を使用する機会の提供    (H25)≫≫≫≫    

本学の「人のために尽くす」という教育理念を体

得すると共に中国語・英語能力の向上を目的とし

て、本学付属病院や外国籍居住者が多い近隣自治体

での各種行事等の言語能力が必要とされる通訳ボ

ランティア    (2-8)、また高尾山等の外国人観光客が

多い本学近隣の観光名所でのガイドボランティア

の機会を、平成 28 年度卒業学生数の 70％を目標と

して設定する。これにより異文化コミュニケーショ

ン能力を高めながら、報酬を伴わない労働の価値

や、相手への奉仕を通じた自己達成感を実感させ

る。 
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様式６様式６様式６様式６    

様式６全体で４ページ以内様式６全体で４ページ以内様式６全体で４ページ以内様式６全体で４ページ以内    

構想の実現に向けた推進体制、準備状況、資金計画の合理性構想の実現に向けた推進体制、準備状況、資金計画の合理性構想の実現に向けた推進体制、準備状況、資金計画の合理性構想の実現に向けた推進体制、準備状況、資金計画の合理性    

取組内容① 構想のマネジメント体制と評価、改善の取組 
○ 構想のマネジメントを統括する推進体制が学内に構築されているか。 

○ 構想の実施、達成状況を評価し、改善を図るための学生や外部有識者による評価に取り組んでいるか。 

【本構想における取組】 

本構想のマネジメント体制として、教員と職員からなるプログラム推進委員会を設置する    (H24)。こ

れは、準備段階のワーキンググループを発展させたものとする。 

プログラム推進委員会は、大学評議会及び杏林学園の運営審議会（重要事項の審議および理事会と教授

会の調整を行う機関）と、学園事務局・大学事務部並びに各学部教授会の間に位置づけ、グローバル教育、

語学教育、アウトバウンド推進、インバウンド推進、情報発信等の他、プログラムの実施・推進および達

成状況の点検・改善等の役割を担う。 

 

プログラム推進委員会の事務局として、また国際交流センターの事務部門として、大学事務部の下に国

際交流課を新設する (H25)。現在、学生支援課にある国際交流担当は専任 2 名及び兼任 1 名であるが、

国際交流課は 5 名体制（例：管理職 1 名、監督職 2 名、職員 1 名、非常勤職員 1 名）として、現行の国

際交流業務のほか、本構想の運営事務部門として対外窓口、予算執行、学内の調整、学生からの意見の聴

取、報告書作成、報告会やシンポジウムの開催等の事務を担当する。   

プログラム推進委員会では、PDCA サイクルによる本構想の進捗・達成状況の点検・評価を行うとと

もに、改善のための計画策定等を行う。現在進行中の中期計画実行委員会での PDCA の経験を生かして

実施するものとし、半期に 1 度、計画に基づく事業報告をプログラム推進委員会の各担当から提出しても

らい、点検・改善のための会議等で評価し、その結果をフィードバックし、改善につなげる。 

さらに、外部有識者からなる第三者評価機関を設置し、評価・助言をもとに事業の点検・改善を行う。

第三者評価機関の事務は、本構想の事務を統括する大学事務部がこれにあたる。 
 

この他、関連部署として公的資金企画管理課が補助金の管理を行い、物品調達は用度管財課が、工事関

係は施設課と庶務課が協力して担当する。教務課は本構想における教育プログラムや学士課程教育の質保

証に関する業務等を、国際交流課と協力して担当する。さらに、情報発信は広報企画調査室、本構想に係

る学生募集やアドミッションポリシーの企画・執行は入学センター、留学から帰国した学生の就職支援は

キャリアサポートセンターが協力して担当する。また、e-ラーニング関係は、総合情報センターが協力す

る。 
 

取組内容② 得られた成果の公表・普及と国内大学のグローバル化への貢献 
○ 取組を通じて得られた成果について、日本語及び外国語での公表（WEB サイト等）の他、報告会、発表会等の報告の場を設けて、

各大学や学生、産業界等への普及を図るものとなっているか。 

○ （タイプ A のみ）他の大学と連携した取組の実施や産業界との連携によるシンポジウム等の開催など、国内大学のグローバル化を先

導する大学として、他の大学のグローバル化推進に貢献する取組を実施するものとなっているか。 

・本構想を通じて得られた成果については、本学ホームページに本構想に関するコンテンツ（特設サイト）

を設置し、中国語・英語・日本語の三言語で情報発信を行う    (H24)。 

・本構想において連携する海外大学や団体から教員や関係者を招き、また留学から帰国した学生や外国人

留学者によるシンポジウム・報告会を、学内者のみならず他大学や、社会人・メディア等に呼びかけて

毎年開催する（H25）。 

・日本発信プロジェクト(H25)においては本構想の実績報告を教員と学生が共同で行う。 

本構想の取組と連携する総合政策学部のゼミが台湾の大学で行っている現地学生との合同ゼミや、中国

で日本製品の市場調査を行う出張合宿ゼミの成果についても報告会を開催するとともにホームページ

上でも発信する。 

・本学は 23 大学、5 市民・経済団体、1 行政機関からなる産学官連携機関の大学コンソーシアム八王子

と 19 の研究・教育機関、企業など 71 団体の賛助会員からなる特定非営利活動法人三鷹ネットワーク

大学推進機構に加盟しており、これらの機関の中で、本構想の成果の公表と普及に向けての事業展開を
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図る。 

 

取組内容③ 現在の準備状況及び年度別実施計画 

【構想実施に向けた準備状況】 

 2 月に開催された中期計画実行委員会において、「グローバル人材育成推進事業」に応募申請すること

を確認。本学で既に実施されている海外大学等との交流、学生の海外留学支援、外国語教育等の実績をも

とにプログラムを構築し申請準備を進めるべく、各学部の教員及び事務職員からなるワーキング・グルー

プ（WG）を編制して、構想の検討・策定及び準備作業に入った。 

 3 月の理事会で、本件に応募することを決議した。3 月 21 日から 7 回の WG 会合を開催し、本学で実

施されている「グローバル人材育成事業」の現状把握をするとともに、公募要領に沿った構想調書の作成

を進めた。  

さらに、学校法人、大学（全学部・研究科）、付属機関との運営調整会議である運営審議会で、関係学

部・研究科との調整・合意を図り、全学部教授会での議を経ながら、本構想に係る事業計画を具体化した。 

 

【平成２４年度】 

１．構想の実現に向けたプログラムの推進体制 

・本構想に係るプログラム推進委員会を設置し、学内における運営推進基盤を構築する。 

・本構想の事務組織を強化するため、国際交流課を設置するとともに語学能力を有する専門職員を配置 

（一部の職員は、新たに採用）する。また関連部署との連携強化を図る。 

・海外の提携大学を中心に、留学プログラム（インターンシップを含むもの）の開発をし、平成 25 年度

以降のプログラム充実・提供に繋げる。 

・留学中の学生のサポートは、現在の業務を点検し、さらに見直すべき点があれば改善をする。 

・留学を促進するため、入学広報から入学後のガイダンス、「Study Abroad」の編集・配布、留学経験者

による報告会・懇談会の開催等を通し、海外留学の動機付け、留学への機運を高める。  

・入試において、中等教育段階までの外国語力・留学経験、語学検定成績等に関する評価方法の検討を行

い、平成 26 年度以降の入試制度の改善につなげる。 

・産業界との連携による、留学後の就職支援のあり方を検討し、平成 25 年度以降の事業につなげる。 

（１）卓抜した語学力の養成 

・同時通訳の練習用の機器及び備品を整備し、外国語教育を推進する環境を整備する。 

・中国語・英語サロンのラウンジを整備し、運用を開始する。 

・独自開発教材の改良・改善、e-ラーニングの開発を行う。 

（２）スマートでタフな交渉能力の養成 

・教育課程の国際通用性の向上のため、本学の中期計画で取り組んでいる PBL（課題設定・解決型学習）

や少人数クラスによるアクティブ・ラーニングの実施を推進する。 

２．大学のグローバル化、教育の質保証の推進 

・国内外への教育情報の発信について、公表が望まれる項目のうち、日本語のみの掲載となっている項目 

について多言語化に着手する。 

・単位認定の質保証、GPA の活用方法について検討（部分的に実施）し、平成 25 年度以降の成績評価シ

ステムに繋げる。また、授業科目コース・ナンバリング、カリキュラム及びシラバスの整理に着手する。 

・FD や海外研修により教員のグローバル化を推進するとともに、語学教育を強化するため 3 名の教員を

採用する。 

・学生の学修時間を確保するための（学習ポートフォリオ等による）方策を検討する。 

 

【平成 25 年度） 

１．構想の実現に向けたプログラムの推進体制 

・プログラム推進委員会で平成 24 年度の事業報告を取り纏め、点検・評価を加える。さらに、外部評価

機関を設置し、平成 24 年度の事業遂行・目標達成状況等について検証・助言をいただく。 

・プログラムの履行状況を広く社会に公表するとともに、シンポジウムを開催し、意見交換等を行う。 

・留学プログラム（インターンシップを含むもの）の開発をさらに進めるとともに、他学部・研究科の海
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外研修・留学プログラムも開発・拡大する。 

・他学部の学生が、外国語学部の語学科目を履修できるよう、カリキュラム及び学内規程の改正を行う。 

・企業との連携した国内外でのインターンシップ、就職ガイダンス等を開催する。 

（１）卓抜した語学力の養成 

・語学教育を強化するため、独自教材の改良・開発、e-ラーニングの活用を開始する。 

・中国語・英語サロンを本格的に運営する。（以降、継続） 

（２）スマートでタフな交渉能力の養成 

・PBL（課題設定・解決型学習）や少人数クラスによるアクティブ・ラーニングの実施をさらに展開し、

点検・改善を加える。 

２．大学のグローバル化、教育の質保証の推進 

・GPA 等による「単位認定の質保証」を全学的に実施し、また学修指導へ活用方法の検討・開始する。 

・学習ポートフォリオ等を活用し、学生の学修時間確保を推進する。 

・全学的に授業科目コース・ナンバリング、カリキュラム及びシラバスを公表・実施する。 

・FD や SD、海外研修により教職員のグローバル化を推進するほか、職員の語学力向上を図る。 

・教職員が学生の留学先の大学を訪問・滞在し、教育プログラムの確認・調整を行うとともに、学生の学

修・生活状況を把握し、必要に応じて留学中の問題や帰国後の学習・進路等に関する相談・指導を行う。 

・シラバスの多言語化に着手する。（次年度以降も継続） 

・日本発信プロジェクトを開始する。（次年度以降も継続） 

・海外の大学との協定を中心に、海外からの学生の受け入れを促進する。 

○その他の項目について継続して実施する。また事業達成状況について検証・点検し、改善していく。 

 

【平成２６年度】 

１．構想の実現に向けたプログラムの推進体制 

・プログラム推進委員会、外部評価機関の点検・評価を基に、平成 25 年度の事業報告を取り纏め、プロ

グラム実行・改善に資する。また、プログラムの履行状況の公表、シンポジウムを開催する。 

・留学プログラムの点検を行い、改善と、新たなプログラムの開発をする。 

・教職員が学生の留学先を訪問し、教育プログラムの確認・調整、学生の相談・指導を行う。 

（１）卓抜した語学力の養成 

・独自教材の改良・開発、e-ラーニングの活用を促進する。 

・外国語学部の語学科目について、他学部の学生による履修を可能とする（科目解放を開始する）。 

（２）スマートでタフな交渉能力の養成 

・教育開発・支援センター（仮称）を設置し、教育課程の国際通用性を涵養する教育の推進を図る。 

２．大学のグローバル化、教育の質保証の推進 

・引き続き、FD・SD や海外研修による教職員のグローバル化の推進、語学力向上を図る。 

○その他の項目について継続して実施する。また事業達成状況について検証・点検し、改善していく。 

○本事業の達成状況を取り纏め中間点検を行い、外部に公表する。 

 

【平成２７年度】 

・プログラム推進委員会、外部評価機関の点検・評価を基に、平成 26 年度の事業報告を取り纏め、プロ

グラム実行・改善に資する。 

・FD・SD による教職員のグローバル化、語学力、語学教育力の強化をさらに推進する。 

○その他の項目について継続して実施する。また事業達成状況について検証・点検し、改善していく。 

 

【平成２８年度】 

・プログラム推進委員会、外部評価機関の点検・評価を基に、平成 27 年度の事業報告を取り纏め、プロ

グラム実行・改善に資する。 

・FD・SD による教職員のグローバル化、語学力、語学教育力の強化さらに推進する。 

・シラバスの多言語化を進める。（2 年目） 

○その他の項目について継続して実施する。また事業達成状況について検証・点検し、改善していく。 

○本事業の達成状況を取り纏め、その成果を広く公表するとともに、国内外の大学関係者を招聘して事業
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報告会を開催する。 

○平成 29 年度以降のグローバル人材育成計画を策定し、学園において予算措置を講じる。 

 

取組内容④ 財政支援期間終了後の事業展開 

 本構想へ財政支援は平成 28 年度をもって終了するが、本学では平成 29 年度以降も外国語学部外国語学部外国語学部外国語学部を中心

とする本構想を継続し、中長期計画のもと、他学部・研究科においてもグローバル人材の育成事業を推進

し、大学全体のグローバル化を展開していく。 

なお、平成 29 年度以降の本構想の経費については、杏林学園予算にて計上し、継続して事業の推進・

展開を支援していく。（平成 24 年 5 月 21 日運営審議会承認） 

 

取組内容⑤ 財政支援期間終了後の事業展開に向けた資金計画 

財政支援期間終了後の事業展開に向けた期間内の方針や対応、及び財政支援期間終了後の資金計画について、各費目ごとに具体的に記入
してください。 

【物品費】 

・本プログラムを推進するために必要な設備備品については、平成２４年度から平成２８年度の５年間の

財政支援期間内で整備完了する予定である。財政支援期間終了後は、これらの設備備品を維持すべくメ

ンテナンス費用として毎年 50 万円を大学予算にて計上する。 

・消耗品については、本プログラムを継続する中で必要な物品（事務用品、図書資料他）として毎年 100

万円を大学予算にて計上する。 

 

【人件費・謝金】 

・事業経費として平成２４年度から予算計上している外国人教員 3 名と事務職員 5 名の雇用については、

財政支援期間終了後は、本学教職員のグローバル人材育成計画により、専任の教職員が財政支援期間に

雇用した教職員と同等の役割を担うことになり、よりグローバル化が推進される。 

・アクティブ・ラーニング設備や同時通訳設備を効率的に運用するために教員補助としてＴＡ等を雇用す

る。そのため外国語学部の学部運営経費から雇用費用として 300 万円を充てる。 

・学生のキャリアデザイン構築と産学・高大の有機的連携に向けたシンポジウムは隔年開催とし、開催年

度にシンポジウム 1 回あたり 100 万円を予算申請し、その開催経費からシンポジウムに伴う謝金を支

出することとする。 

 

【旅費】 

・教育技術のスキルアップのために本学教員を中国に派遣する経費として、毎年 146 万円を予算申請す

る。 

・海外協定校教員招聘旅費（滞在費を含む）として、120 万円を予算申請する。 

・シンポジウム・研修セミナー開催のため、内外からゲストスピーカー等を招聘する費用として 100 万

円（隔年）を予算申請する。 

 

【その他】 

・本事業継続のため運営等に関する会議費用として 10 万円を予算申請する。 

・留学生との交流費用として 80 万円を予算申請する。 

・教授法や教材の共同研究・開発のために係る経費として毎年 100 万円を予算申請する。（学部運営費） 

・ＨＰ上、紙媒体での広報費として毎年 100 万円を予算申請する。 

・ｅ-ラーニング（コンテンツ作成等）メンテナンス費用として毎年 100 万円予算申請する。 

・その他、期間終了後も継続推進する上で必要な切手等の通信費や教材関係の印刷などにかかる経費を毎

年 100 万円予算申請する。 

・学生の留学中の危機管理に関する年会費（大学負担）として、毎年 10 万円を予算申請する。 

・学生の留学支援のため、奨学金、授業料減免等の制度をより充実させていく。そのため、2,000 万円程

の留学に係る経済支援を行っていく。 

 

 



様式７様式７様式７様式７
支援期間における各経費の明細支援期間における各経費の明細支援期間における各経費の明細支援期間における各経費の明細【年度ごとに1ページ】【年度ごとに1ページ】【年度ごとに1ページ】【年度ごとに1ページ】

（単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

41,76941,76941,76941,769 1,1001,1001,1001,100 42,86942,86942,86942,869
25,63625,63625,63625,636 25,63625,63625,63625,636
6,000 6,000 目標1,8頁,29行目 他

11,000 11,000 様式5,32頁,13行目

2,500 様式2,23頁,39行目

6,136 6,136 様式6,35頁,③,25行目

16,13316,13316,13316,133 1,1001,1001,1001,100 17,23317,23317,23317,233
10,000 10,000 目標1,8頁,29行目 他

3,533 3,533 様式6,35頁,③,25行目

600 600 様式5,32頁,15行目

2,000 500 2,500 目標1,7頁,29行目 他

600 200 800 様式6,34頁,8-12行目

23,73723,73723,73723,737 6,3446,3446,3446,344 30,08130,08130,08130,081
21,56321,56321,56321,563 5,7505,7505,7505,750 27,31327,31327,31327,313
12,075 12,075 様式6,35頁,③,36行目 他

9,488 9,488 様式1,22頁,④,10行目 他

5,750 5,750 様式6,34頁,9行目

2,1742,1742,1742,174 594594594594 2,7682,7682,7682,768
594 594 1,188 目標1,8頁,28-29行目

1,080 1,080 目標1,8頁,28-29行目

500 500 様式4,29頁,24-25行目 他

6,2006,2006,2006,200 6,2006,2006,2006,200
5,000 5,000 様式1,19頁,37行目

1,200 1,200 様式2,25頁,36行目

32,65232,65232,65232,652 18,70418,70418,70418,704 51,35651,35651,35651,356
12,00012,00012,00012,000 300300300300 12,30012,30012,30012,300
2,000 2,000 様式5,32頁,13行目

3,000 3,000 様式5,32頁,13行目

7,000 7,000 様式1,20頁,29行目

300 300 様式6,34頁,②,1-2行目

9,9009,9009,9009,900 500500500500 10,40010,40010,40010,400
3,900 3,900 様式1,20頁,24-31行目

1,000 1,000 様式1,22頁,④,14-17行目

1,000 1,000 様式4,29頁,23-31行目 他

4,000 4,000 様式4,29頁,2-3行目

500 様式6,35頁,19行目

500500500500 800800800800 1,3001,3001,3001,300
500 500 様式6,34頁,13-16行目

800 800 様式4,29頁,12-17行目

1,0001,0001,0001,000 1,0001,0001,0001,000
500 500 様式6,34頁,8-12行目

200 200 様式6,34頁,8-12行目

300 300 様式6,34頁,8-12行目

10,25210,25210,25210,252 16,10416,10416,10416,104 26,35626,35626,35626,356
10,000 5,000 15,000 目標1,8頁,29行目 他

200 200 様式4,29頁,24-25行目 他

252 252 様式2,23頁,39行目

10,804 10,804 様式1,18頁,30-32行目

100 100 様式4,30頁,4行目

合計 104,358 26,148 130,506

（大学名：　杏林大学　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

・同時通訳設備一式(専用机・椅子増設、拡張電源他）

②消耗品費

・事務職員雇用経費　(2人×@5,000千円/年(6月分))＋諸手当

・学生配布物（シラバス(200頁,＠1500円)、ハンドブック(200頁,カラー,＠2400円)等、５００部）

②印刷製本費

・広報資料印刷（インターンシップ開拓用：大学案内パンフレット他、２言語、500部）

・アクティブラーニング用設備一式(テーブル、椅子、ＰＣ他)

・教育用教材(書籍、データベース他)

・海外協定校教員招聘旅費(滞在費含(8週間))(2人×@600千円)

・ＴＡ(3人)、チューター(2人)謝金（5人×@0.9千円/h×240h）

・受験生配布用本プログラム案内パンフレット、40,000部×100円）

・HP作成費用(既存HP増設,メンテナンス含）

③会議費

記載例  ：教材印刷費　　　○○○千円
　　　　　　　　       ○○部×＠○○○円

　　　　　 ：謝金　 　　　　 ○○○千円
　　　　　　　  　　　○○人×＠○○○円

・教務関係資料印刷（規程、案内等）

［物品費］
①設備備品費
・ＩＣＴ設備(アクティブラーニング用設備)一式(プロジェクタ、スクリーン他)

・ｅ-ラーニング配信システム(サーバー他)(平成25年度配信開始)

・中国語・英語サロン、ラウンジ用設備(机、椅子、什器類他)

・教育教材作成委託(語学教材CIC及びPEP作成委託他)

・本学教職員研修旅費(滞在費含(2週間))(10人×@500千円)

・中国語衛星放送受信設備一式

補助金申請ができる経費は、当該構想の遂行に必要な経費であり、本事業の目的であるグローバ
ル人材育成推進のための使途に限定されます。（平成２４年度グローバル人材育成推進事業公募
要領参照。)【年度ごとに１ページ】

＜平成２４年度＞　　　経　費　区　分

［人件費・謝金］

①外注費
［その他］

・事務用品費(ホワイトボード、キャビネット、ファイル、文房具他)

・事務職員雇用経費　(3人×@5,500千円/年(6月分))＋諸手当

・同時通訳設備一式(マイク、イヤホン、ケーブル他）

①人件費

・海外インターンシップ新規開拓謝金(5件×@20,000円×5回)

・アルバイト謝金（4人×@0.9千円/h×330h）

・翻訳・校正委託（日本語印刷物２言語翻訳、シラバス他）

・外国人教員雇用経費(3人×@7,000千円/年(6月分))＋諸手当

②謝金

③旅費

・留学促進パンフレット(Study Abroad　500部)

・ｅ-ラーニング教材作成委託費

・事業運営会議費
・留学生交流会

・運搬費

・施設改修費(アクティブラーニング(800万)、同時通訳(200万)、事務室改修(500万)他)

⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）

④通信運搬費

・留学に係る経済支援(奨学金、授業料減免等)

・交通費(インターシップ開拓等国内企業情報収集他)
・海外放送受信料（TV回線設置等(食堂、語学サロン、宿舎)）

・郵便利用料（切手他）
・国際電話利用料

平成２４年度

・留学中の危機管理に係る保険（年会費）
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（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

(①)
大学負担額

(②)
事業規模
（①＋②）

該当ページ

6,5006,5006,5006,500 700700700700 7,2007,2007,2007,200
3,0003,0003,0003,000 3,0003,0003,0003,000
3,000 3,000 目標1,8頁,29行目 他

3,5003,5003,5003,500 700700700700 4,2004,2004,2004,200
1,500 1,500 目標1,8頁,29行目 他

2,000 500 2,500 目標1,7頁,29行目 他

200 200 様式6,34頁,8-12行目

47,33347,33347,33347,333 13,83813,83813,83813,838 61,17161,17161,17161,171
43,12543,12543,12543,125 12,65012,65012,65012,650 55,77555,77555,77555,775
24,150 24,150 様式6,35頁,③,36行目 他

18,975 18,975 様式1,22頁,④,10行目 他

12,650 12,650 様式6,34頁,9行目

4,2084,2084,2084,208 1,1881,1881,1881,188 5,3965,3965,3965,396
1,188 1,188 2,376 目標1,8頁,28-29行目

2,160 2,160 目標1,8頁,28-29行目

500 500 様式4,29頁,24-25行目 他

360 360 様式6,34頁,17-18行目

9,7709,7709,7709,770 9,7709,7709,7709,770
2,920 2,920 様式1,19頁,37行目

2,400 2,400 様式2,25頁,36行目

3,000 3,000 様式1,19頁,37行目

1,100 1,100 様式2,26頁,38行目

350 350 様式2,26頁,38行目

25,64425,64425,64425,644 18,60818,60818,60818,608 44,25244,25244,25244,252
11,00011,00011,00011,000 300300300300 11,30011,30011,30011,300
2,000 2,000 様式5,32頁,13行目

3,000 3,000 様式5,32頁,13行目

6,000 6,000 様式1,20頁,29行目

300 300 様式6,34頁,②,1-2行目

11,90011,90011,90011,900 600600600600 12,50012,50012,50012,500
3,900 3,900 様式1,20頁,24-31行目

1,000 1,000 様式1,22頁,④,14-17行目

1,000 1,000 様式4,29頁,23-31行目 他

4,000 4,000 様式4,29頁,2-3行目

600 600 様式6,35頁,19行目

・事業報告書（1000部） 2,000 2,000 様式6,34頁,13-16行目

2,0002,0002,0002,000 800800800800 2,8002,8002,8002,800
500 500 様式6,34頁,13-16行目

800 800 様式4,29頁,12-17行目

1,500 1,500 様式2,26頁,22-23行目

1,0001,0001,0001,000 1,0001,0001,0001,000
500 500 様式6,34頁,8-12行目

200 200 様式6,34頁,8-12行目

300 300 様式6,34頁,8-12行目

744744744744 15,90815,90815,90815,908 16,65216,65216,65216,652
200 200 様式4,29頁,24-25行目 他

504 504 様式2,23頁,39行目

240 240 目標2,12頁,18行目 他

15,608 15,608 様式1,18頁,30-32行目

100 100 様式4,30頁,4行目

合計 89,247 33,146 122,393

（大学名：　杏林大学　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

・海外協定校教員招聘旅費(滞在費含(8週間))(4人×@600千円)

・本学教職員教務調整旅費(滞在費含(2週間))(6人×@500千円)

・留学に係る経済支援(奨学金、授業料減免等)

①設備備品費

［その他］
①外注費

①人件費

・教育用教材(書籍、データベース他)

［人件費・謝金］

＜平成２５年度＞　　　経　費　区　分

・シンポジウム・セミナー国内聘招聘旅費(5人×@70千円)

・外部評価者謝金（3人×@120千円）

・事業運営会議費

・広報資料印刷（インターンシップ開拓用：大学案内パンフレット他、２言語、500部）

・事務職員雇用経費　(2人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

・海外インターンシップ新規開拓謝金(5件×@20,000円×5回)

・ＴＡ(3人)、チューター(2人)謝金（5人×@0.9千円/h×480h）

②謝金

・シンポジウム・セミナー海外聘招聘旅費(5人×@220千円)

・教育教材作成委託(語学教材CIC及びPEP作成委託他)

・受験生配布用本プログラム案内パンフレット、40,000部×100円）

・留学促進パンフレット(Study Abroad　1000部)

［物品費］

・教材作成用機材（デジタルカメラ、ビデオ他）

・ＩＣＴ設備（電子黒板72型２台他）

②消耗品費

・本学教職員研修旅費(滞在費含(8週間))(4人×@730千円)

・ｅ-ラーニング教材作成委託費(サーバーメンテナンス費用含む)

・外国人教員雇用経費(3人×@7,000千円/年(12月分))＋諸手当

・運搬費
⑤光熱水料

・国際電話利用料

③会議費

③旅費

・翻訳・校正委託（日本語印刷物２言語翻訳）
・HP作成費用(既存HP増設,メンテナンス含）
②印刷製本費
・学生配布物（シラバス(200頁,＠1500円)、ハンドブック(200頁,カラー,＠2400円)等、５００部）

・教務関係資料印刷（規程、案内等）

・留学生交流会

④通信運搬費
・郵便利用料（切手他）

・シンポジウム・セミナー開催費

⑥その他（諸経費）

平成２５年度

・事務職員雇用経費　(3人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

・交通費(インターシップ開拓等国内企業情報収集他)

・アルバイト謝金（4人×@0.9千円/h×660h）

・事務用品費(ホワイトボード、キャビネット、ファイル、文房具他)

・留学中の危機管理に係る保険（年会費）

・日本文化発信プロジェクト（2回×@12万）
・海外放送受信料（TV回線設置等(食堂、語学サロン、宿舎)）
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（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

(①)
大学負担額

(②)
事業規模
（①＋②）

該当ページ

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700
2,000 500 2,500 目標1,7頁,29行目 他

200 200 様式6,34頁,8-12行目

47,33347,33347,33347,333 13,83813,83813,83813,838 61,17161,17161,17161,171
43,12543,12543,12543,125 12,65012,65012,65012,650 55,77555,77555,77555,775
24,150 24,150 様式6,35頁,③,36行目 他

18,975 18,975 様式1,22頁,④,10行目 他

12,650 12,650 様式6,34頁,9行目

4,2084,2084,2084,208 1,1881,1881,1881,188 5,3965,3965,3965,396
1,188 1,188 2,376 目標1,8頁,28-29行目

2,160 2,160 目標1,8頁,28-29行目

500 500 様式4,29頁,24-25行目 他

360 360 様式6,34頁,17-18行目

9,7709,7709,7709,770 9,7709,7709,7709,770
2,920 2,920 様式1,19頁,37行目

2,400 2,400 様式2,25頁,36行目

3,000 3,000 様式1,19頁,37行目

1,100 1,100 様式2,26頁,38行目

350 350 様式2,26頁,38行目

25,64425,64425,64425,644 19,35419,35419,35419,354 44,99844,99844,99844,998
11,00011,00011,00011,000 300300300300 11,30011,30011,30011,300
2,000 2,000 様式5,32頁,13行目

3,000 3,000 様式5,32頁,13行目

6,000 6,000 様式1,20頁,29行目

300 300 様式6,34頁,②,1-2行目

11,90011,90011,90011,900 600600600600 12,50012,50012,50012,500
3,900 3,900 様式1,20頁,24-31行目

1,000 1,000 様式1,22頁,④,14-17行目

1,000 1,000 様式4,29頁,23-31行目 他

4,000 4,000 様式4,29頁,2-3行目

600 600 様式6,35頁,19行目

・事業報告書（1000部） 2,000 2,000 様式6,34頁,13-16行目

2,0002,0002,0002,000 800800800800 2,8002,8002,8002,800
500 500 様式6,34頁,13-16行目

800 800 様式4,29頁,12-17行目

1,500 1,500 様式2,26頁,22-23行目

1,0001,0001,0001,000 1,0001,0001,0001,000
500 500 様式6,34頁,8-12行目

200 200 様式6,34頁,8-12行目

300 300 様式6,34頁,8-12行目

744744744744 16,65416,65416,65416,654 17,39817,39817,39817,398
200 200 様式4,29頁,24-25行目 他

504 504 様式2,23頁,39行目

240 240 目標2,12頁,18行目 他

16,354 16,354 様式1,18頁,30-32行目

100 100 様式4,30頁,4行目

合計 84,747 33,892 118,639

（大学名：　杏林大学　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

・留学に係る経済支援(奨学金、授業料減免等)

②消耗品費

①設備備品費

・外国人教員雇用経費(3人×@7,000千円/年(12月分))＋諸手当

・事務職員雇用経費　(3人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

＜平成２６年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

・事務用品費(ファイル、文房具他)

①人件費

・教育用教材(書籍、データベース他)

［人件費・謝金］

・事務職員雇用経費　(2人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

②謝金

・海外インターンシップ新規開拓謝金(5件×@20,000円×5回)

・アルバイト謝金（4人×@0.9千円/h×660h）
・ＴＡ(3人)、チューター(2人)謝金（5人×@0.9千円/h×480h）

③旅費

・シンポジウム・セミナー国内聘招聘旅費(5人×@70千円)

［その他］
①外注費
・教育教材作成委託(語学教材CIC及びPEP作成委託他)

・翻訳・校正委託（日本語印刷物２言語翻訳）

・本学教職員研修旅費(滞在費含(8週間))(4人×@730千円)

・本学教職員教務調整旅費(滞在費含(2週間))(6人×@500千円)

・シンポジウム・セミナー海外聘招聘旅費(5人×@220千円)

・海外協定校教員招聘旅費(滞在費含(8週間))(4人×@600千円)

・留学促進パンフレット(Study Abroad　1000部)

③会議費
・事業運営会議費
・留学生交流会

・HP作成費用(既存HP増設,メンテナンス含）
②印刷製本費
・学生配布物（シラバス(200頁,＠1500円)、ハンドブック(200頁,カラー,＠2400円)等、５００部）

・教務関係資料印刷（規程、案内等）
・広報資料印刷（インターンシップ開拓用：大学案内パンフレット他、２言語、500部）

・受験生配布用本プログラム案内パンフレット、40,000部×100円）

・シンポジウム・セミナー開催費

・交通費(インターシップ開拓等国内企業情報収集他)
・海外放送受信料（TV回線設置等(食堂、語学サロン、宿舎)）

・国際電話利用料
・運搬費
⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）

④通信運搬費
・郵便利用料（切手他）

・日本文化発信プロジェクト（2回×@12万）

平成２６年度

・外部評価者謝金（3人×@120千円）

・留学中の危機管理に係る保険（年会費）

・ｅ-ラーニング教材作成委託費(サーバーメンテナンス費用含む)
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（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

(①)
大学負担額

(②)
事業規模
（①＋②）

該当ページ

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700
2,000 500 2,500 目標1,7頁,29行目 他

200 200 様式6,34頁,8-12行目

47,33347,33347,33347,333 13,83813,83813,83813,838 61,17161,17161,17161,171
43,12543,12543,12543,125 12,65012,65012,65012,650 55,77555,77555,77555,775
24,150 24,150 様式6,35頁,③,36行目 他

18,975 18,975 様式1,22頁,④,10行目 他

12,650 12,650 様式6,34頁,9行目

4,2084,2084,2084,208 1,1881,1881,1881,188 5,3965,3965,3965,396
1,188 1,188 2,376 目標1,8頁,28-29行目

2,160 2,160 目標1,8頁,28-29行目

500 500 様式4,29頁,24-25行目 他

360 360 様式6,34頁,17-18行目

9,7709,7709,7709,770 9,7709,7709,7709,770
2,920 2,920 様式1,19頁,37行目

2,400 2,400 様式2,25頁,36行目

3,000 3,000 様式1,19頁,37行目

1,100 1,100 様式2,26頁,38行目

350 350 様式2,26頁,38行目

25,64425,64425,64425,644 20,10020,10020,10020,100 45,74445,74445,74445,744
11,00011,00011,00011,000 300300300300 11,30011,30011,30011,300
2,000 2,000 様式5,32頁,13行目

3,000 3,000 様式5,32頁,13行目

6,000 6,000 様式1,20頁,29行目

300 300 様式6,34頁,②,1-2行目

11,90011,90011,90011,900 600600600600 12,50012,50012,50012,500
3,900 3,900 様式1,20頁,24-31行目

1,000 1,000 様式1,22頁,④,14-17行目

1,000 1,000 様式4,29頁,23-31行目 他

4,000 4,000 様式4,29頁,2-3行目

600 600 様式6,35頁,19行目

・事業報告書（1000部） 2,000 2,000 様式6,34頁,13-16行目

2,0002,0002,0002,000 800800800800 2,8002,8002,8002,800
500 500 様式6,34頁,13-16行目

800 800 様式4,29頁,12-17行目

1,500 1,500 様式2,26頁,22-23行目

1,0001,0001,0001,000 1,0001,0001,0001,000
500 500 様式6,34頁,8-12行目

200 200 様式6,34頁,8-12行目

300 300 様式6,34頁,8-12行目

744744744744 17,40017,40017,40017,400 18,14418,14418,14418,144
200 200 様式4,29頁,24-25行目 他

504 504 様式2,23頁,39行目

240 240 目標2,12頁,18行目 他

17,100 17,100 様式1,18頁,30-32行目

100 100 様式4,30頁,4行目

合計 84,747 34,638 119,385

（大学名：　杏林大学　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

［物品費］
①設備備品費

②消耗品費

・海外協定校教員招聘旅費(滞在費含(8週間))(4人×@600千円)

・事務職員雇用経費　(3人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

・事務用品費(ファイル、文房具他)

＜平成２７年度＞　　　経　費　区　分

・教育用教材(書籍、データベース他)

［人件費・謝金］
①人件費
・外国人教員雇用経費(3人×@7,000千円/年(12月分))＋諸手当

・シンポジウム・セミナー国内聘招聘旅費(5人×@70千円)

・本学教職員教務調整旅費(滞在費含(2週間))(6人×@500千円)

・シンポジウム・セミナー海外聘招聘旅費(5人×@220千円)

・HP作成費用(既存HP増設,メンテナンス含）
②印刷製本費

［その他］

・事務職員雇用経費　(2人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

②謝金
・アルバイト謝金（4人×@0.9千円/h×660h）
・ＴＡ(3人)、チューター(2人)謝金（5人×@0.9千円/h×480h）

・海外インターンシップ新規開拓謝金(5件×@20,000円×5回)

・本学教職員研修旅費(滞在費含(8週間))(4人×@730千円)

③旅費

①外注費
・教育教材作成委託(語学教材CIC及びPEP作成委託他)

・翻訳・校正委託（日本語印刷物２言語翻訳）

・学生配布物（シラバス(200頁,＠1500円)、ハンドブック(200頁,カラー,＠2400円)等、５００部）

・教務関係資料印刷（規程、案内等）
・広報資料印刷（インターンシップ開拓用：大学案内パンフレット他、２言語、500部）

⑤光熱水料

・郵便利用料（切手他）

・事業運営会議費
③会議費

・外部評価者謝金（3人×@120千円）

平成２７年度

・留学生交流会
・シンポジウム・セミナー開催費

⑥その他（諸経費）
・交通費(インターシップ開拓等国内企業情報収集他)
・海外放送受信料（TV回線設置等(食堂、語学サロン、宿舎)）

・運搬費

・留学に係る経済支援(奨学金、授業料減免等)

・留学促進パンフレット(Study Abroad　1000部)

・日本文化発信プロジェクト（2回×@12万）

・ｅ-ラーニング教材作成委託費(サーバーメンテナンス費用含む)

④通信運搬費

・国際電話利用料

・受験生配布用本プログラム案内パンフレット、40,000部×100円）

・留学中の危機管理に係る保険（年会費）
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（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き）（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

(①)
大学負担額

(②)
事業規模
（①＋②）

該当ページ

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700

2,0002,0002,0002,000 700700700700 2,7002,7002,7002,700
2,000 500 2,500 目標1,7頁,29行目 他

200 200 様式6,34頁,8-12行目

47,33347,33347,33347,333 13,83813,83813,83813,838 61,17161,17161,17161,171
43,12543,12543,12543,125 12,65012,65012,65012,650 55,77555,77555,77555,775
24,150 24,150 様式6,35頁,③,36行目 他

18,975 18,975 様式1,22頁,④,10行目 他

12,650 12,650 様式6,34頁,9行目

4,2084,2084,2084,208 1,1881,1881,1881,188 5,3965,3965,3965,396
1,188 1,188 2,376 目標1,8頁,28-29行目

2,160 2,160 目標1,8頁,28-29行目

500 500 様式4,29頁,24-25行目 他

360 360 様式6,34頁,17-18行目

9,7709,7709,7709,770 9,7709,7709,7709,770
2,920 2,920 様式1,19頁,37行目

2,400 2,400 様式2,25頁,36行目

3,000 3,000 様式1,19頁,37行目

1,100 1,100 様式2,26頁,38行目

350 350 様式2,26頁,38行目

37,14437,14437,14437,144 21,58221,58221,58221,582 58,72658,72658,72658,726
11,00011,00011,00011,000 300300300300 11,30011,30011,30011,300
2,000 2,000 様式5,32頁,13行目

3,000 様式5,32頁,13行目

6,000 6,000 様式1,20頁,29行目

300 300 様式6,34頁,②,1-2行目

11,90011,90011,90011,900 600600600600 12,50012,50012,50012,500
3,900 3,900 様式1,20頁,24-31行目

1,000 1,000 様式1,22頁,④,14-17行目

1,000 1,000 様式4,29頁,23-31行目 他

4,000 4,000 様式4,29頁,2-3行目

600 600 様式6,35頁,19行目

・事業報告書（1000部） 2,000 2,000 様式6,34頁,13-16行目

3,5003,5003,5003,500 800800800800 4,3004,3004,3004,300
500 500 様式6,34頁,13-16行目

800 800 様式4,29頁,12-17行目

3,000 3,000 様式2,26頁,22-23行目

1,0001,0001,0001,000 1,0001,0001,0001,000
500 500 様式6,34頁,8-12行目

200 200 様式6,34頁,8-12行目

300 300 様式6,34頁,8-12行目

10,74410,74410,74410,744 18,88218,88218,88218,882 29,62629,62629,62629,626
200 200 様式4,29頁,24-25行目 他

504 504 様式2,23頁,39行目

240 240 目標2,12頁,18行目 他

18,582 18,582 様式1,18頁,30-32行目

100 100 様式4,30頁,4行目

10,000 10,000 様式6,34頁,②,3-5行目

合計 96,247 36,120 132,367

（大学名：　杏林大学　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

・日本文化発信プロジェクト（2回×@12万）

・シンポジウム・セミナー国内聘招聘旅費(5人×@70千円)

②印刷製本費

・シンポジウム・セミナー海外聘招聘旅費(5人×@220千円)

②謝金

⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）
・交通費(インターシップ開拓等国内企業情報収集他)

［その他］
①外注費

・HP作成費用(既存HP増設,メンテナンス含）

・教育教材作成委託(語学教材CIC及びPEP作成委託他)

・翻訳・校正委託（日本語印刷物２言語翻訳）

③会議費

・留学に係る経済支援(奨学金、授業料減免等)

・事業運営会議費

・運搬費

・海外放送受信料（TV回線設置等(食堂、語学サロン、宿舎)）

平成２８年度

・留学生交流会
・シンポジウム・セミナー及び最終事業報告開催費最終事業報告開催費最終事業報告開催費最終事業報告開催費

・国際電話利用料

④通信運搬費

・事業成果報告ＰＲ費用（新聞広告等）・事業成果報告ＰＲ費用（新聞広告等）・事業成果報告ＰＲ費用（新聞広告等）・事業成果報告ＰＲ費用（新聞広告等）

・郵便利用料（切手他）

・留学促進パンフレット(Study Abroad　1000部)

・広報資料印刷（インターンシップ開拓用：大学案内パンフレット他、２言語、500部）

・受験生配布用本プログラム案内パンフレット、40,000部×100円）

・ｅ-ラーニング教材作成委託費(サーバーメンテナンス費用含む)

・学生配布物（シラバス(200頁,＠1500円)、ハンドブック(200頁,カラー,＠2400円)等、５００部）

・教務関係資料印刷（規程、案内等）

③旅費

・事務用品費(ファイル、文房具他)

②消耗品費

［物品費］

・外国人教員雇用経費(3人×@7,000千円/年(12月分))＋諸手当

①人件費

・本学教職員研修旅費(滞在費含(8週間))(4人×@730千円)

・教育用教材(書籍、データベース他)

・海外インターンシップ新規開拓謝金(5件×@20,000円×5回)

＜平成２８年度＞　　　経　費　区　分

①設備備品費

・事務職員雇用経費　(3人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

・事務職員雇用経費　(2人×@5,500千円/年(12月分))＋諸手当

・外部評価者謝金（3人×@120千円）

・アルバイト謝金（4人×@0.9千円/h×660h）
・ＴＡ(3人)、チューター(2人)謝金（5人×@0.9千円/h×480h）

［人件費・謝金］

・留学中の危機管理に係る保険（年会費）

・本学教職員教務調整旅費(滞在費含(2週間))(6人×@500千円)

・海外協定校教員招聘旅費(滞在費含(8週間))(4人×@600千円)
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様式８様式８様式８様式８

（大学名：杏林大学　　　　　　　　　　　）（申請区分：特色型　）

他の公的資金との重複状況他の公的資金との重複状況他の公的資金との重複状況他の公的資金との重複状況【2ページ以内】【2ページ以内】【2ページ以内】【2ページ以内】
　当該申請大学において、今回申請している内容以外に、文部科学省が行っている国際化拠点整備事業費補助
金、大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が行っている国際交
流事業の補助金等による経費措置を受けている取組がある場合、また、現在申請を予定している事業（国立大学
改革強化推進事業、大学の世界展開力強化事業、博士課程教育リーディングプログラム等）がある場合は、それ
らの取組名称及び内容について、１事業につき３～４行程度を目安に記入してください。その中で、今回の申請
内容と類似しているものがある場合には、その相違点についても言及してください。

　独立行政法人日本学術振興会が募集する国際交流事業の一つである二国間交流事業に、医学
部の神谷茂教授が日本側セミナー代表者として、日本と韓国間の研究チームの持続的ネット
ワーク形成を目指し、国内の８大学と韓国の８大学の研究者２６名からなる日韓合同の国際学
術会議(日韓国際微生物シンポジウム)を平成２４年９月（予定）に開催するべく開催実施に向
けて申請をしている。このシンポジウムは、病原微生物学における最新の学術成果および技術
に関する意見交換や微生物感染症の重要なトピックについての情報を共有することを目的とし
ている。
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44 
（大学名： 杏林大学 ） （申請区分： 特色型 ） 

 

（参考）（参考）（参考）（参考）    

参考全体で１ページ以内参考全体で１ページ以内参考全体で１ページ以内参考全体で１ページ以内    

SENDSENDSENDSEND の概要の概要の概要の概要    

様式２「グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組」において、「SEND」の実施を含む構想を策定

している場合、この欄に、「SEND」に関する概要を記載してください。 

※）Student Exchange - Nippon Discovery：日本人学生が留学先の現地の言語や文化を学習するとともに、現地の学校等での日本語

指導支援や日本文化の紹介活動を通じて、学生自身の異文化理解を促すことを海外留学の目的の一つとして位置づけ、将来、日本と留

学先の国との架け橋となるエキスパート人材の育成を目指す取組 

【SEND の概要】 

 本学の留学プログラムで海外の協定大学に留学する学生らは、これまでも英語圏、中国語圏において、

言語や文化を学びつつ、受入先大学の日本語学科の教員・学生との交流を通じて、SENDの目指す取組

を体験してきた。中国語圏の大学に長期留学した学生はほぼ全員、日本語専攻の学生とのピアラーニン

グや日本紹介イベントへの参加体験を報告しており、北京市内の剣道場で剣道の師範代を続けた女子学

生、英語圏でのホームステイ先で日本料理を紹介して交流する学生など、多彩な事例は枚挙の暇がない。 

 ことに、北京外国語大学、北京第二外国語大学、北京語言大学、上海外国語大学など中国語圏の主要

な外国語大学からは、優秀な留学生が本学の特色ある「日中通訳・翻訳プログラム」を目指して留学し

てきているが、そうした学生は来日前から、先方に留学している本学の学生と親交を結び、その後、本

学に留学して、引き続きより深い友情を基盤に理解を深め合っている。このような時間をかけた実態を

伴った交流により、卒業後も、双方の架け橋となる仕事に自信と誇りをもって従事している。 

 このように既に一定の実績があるが、今後の展開としては、協定校との充分な協議のもとで、組織的

な取組が可能である。 

 本学では日本発信プロジェクトとして日本文化や産業を海外、特に協定校と協定締結を目指す機関に

向けての発信を企画しているが、SENDによる留学でも、こうした日本社会・文化や産業情報の発信者

となる学生を募り、また育てるべく指導・支援の内容を充実させる。また、帰国した学生も、海外での

体験成果を、帰国報告会、学園祭の展示、スピーチ大会、学部合同で定期的に開かれている国際交流の

集い等、各種行事のほか、キャンパスでの日常の活動の中で示すことにより、本学の学生と共有して成

果を積み上げ、深化させる。留学体験者は留学先での人的ネットワークを本学の学生につなげ、個人や

大学間での国際交流を自然な形で体現する人材となる。そして、卒業後も、社会人として、海外は勿論、

国内の企業や学校、地方自治体などの職場で、多様な価値観に自然体で向きあい、異文化間の文化的な

軋轢やジレンマに主体的に対処しうる国際人となることが期待される。 

 本学の現行カリキュラムには、外国語学部の三学科いずれからも選択できる日本語教育関連プログラ

ムが設けられているが、ここでは、異なる文化社会との接点である日本語教育の現場に立ち、言語教育

や文化交流の体験を通じて、「将来外国で生活し、仕事をする」「国内外で様々な国籍、文化背景をもつ

人々と共に仕事をする」ことを視野に、確立したアイデンティティを持ちつつそれぞれの慣習をわきま

えて行動できる社会人、異文化間の架け橋や調整役になり得る市民の養成をめざしている。 

 こうしたプログラムで異文化理解や日本人アイデンティティの醸成をはかり、長期の海外研修に出か

ける学生にはさらに文化紹介の要諦などの事前指導を行い、また留学期間中も学生との密な連絡による

指導やサポートを行うことで、実効性のある組織的な取組がすぐにでも展開できると考える。 

 また、上記プログラムでの本格的な日本語教員養成の課程として、日本語教育や異文化コミュニケー

ション関連科目から国内での教育実習を含め一定単位数を履修した学生には、本学からの引率教員や現

地教員の指導のもとで、「日本語授業(初級文法項目、文字表記の指導、日常場面での会話など）の実習

(2〜4週間)」「現地の異文化理解授業への TAないし informantとしての参加」「学生自身による文化交

流イベントの企画およびデモ」などを内容とする海外実習プログラムを策定していく予定である。 

（SEND における交流学生数） 

区 分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

学生の派遣 15 人 23 人 25 人 27 人 30 人 

学生の受入 20 人 20 人 21 人 22 人 23 人 
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